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［別添］独立行政法人の概要

本項においては、本文の理解を深めるための一助として、検査対象とした独立行政法人

102法人について「目的」、「主務省」、「中期目標期間」、「沿革」及び「財務データ」を簡潔

に記述した。また、勘定を設けて区分経理している法人については、勘定ごとの「財務デ

ータ」も記述している。

本項の凡例については、以下のとおりである。

【中期目標期間】

・統合前の法人から中期目標を引き継いでいる法人については、統合前の法人の中期

目標期間を含めて示している。

【沿革】

・独立行政法人移行の直前の組織から記述している。

・組織の形態等をそれぞれ次の枠線で示している。

国の機関 その他の機関 独立行政法人 （ 国等の業務 ）

【財務データ】

・年度の表示がないものについては、平成18年度の財務諸表を基に作成している。

○資産の勘定別構成比

・法人資産に対する各勘定資産の割合を帯グラフで示している。

○資産の内訳

・法人（勘定）資産に対する主な資産の割合を円グラフで示している。主な資産は、

土地、建物のほか、金額が多い科目を原則として三つ示している。

○一般管理費の割合の推移

・経常費用に対する一般管理費の割合の推移を折れ線グラフで示している。

○利益剰余金又は繰越欠損金

・年度ごとの金額を棒グラフで示している。

・中期目標期間を点線で示している（以下、同じ。）。

○運営費交付金債務

・年度ごとの金額を棒グラフで示している。

・運営費交付金の交付を受けていない法人、勘定については、主な収益を一つ示し

ている。

なお、本項における年度等の元号は、法令番号に係るものを除きすべて「平成」である。



1 国立公文書館

目
的

内閣府（大臣官房）

第1期
第2期

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）
7,179百万円

沿
革

国の機関から移管を受けた歴史資料として重要な公文書等を保存し、及び一般の利用に供することな
どの事業を行うことにより、国立公文書館又は国の機関の保管に係る歴史資料として重要な公文書等の
適切な保存及び利用を図ること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

13年4月1日～17年3月31日
17年4月1日～22年3月31日

内閣府国立公文書館

独立行政法人国立公文書館

6,926百万円 7,179百万円

13.4

建物土地

工具器具備品

現金及び預金

構築物 その他

資産の内訳

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

億円
利益剰余金

- -

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

0

5

10

15

20

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -292



2 国民生活センター

目
的

内閣府（国民生活局）

第1期
第2期

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

国民生活の安定及び向上に寄与するため、総合的見地から、国民生活に関する情報の提供及び調査研
究を行うこと

9,166百万円
財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

15年10月1日～20年3月31日
20年 4月1日～25年3月31日

10,001百万円 9,166百万円

沿
革

国民生活センター

独立行政法人
国民生活センター

15.10

土地
建物

現金及び預金

リー ス資産（工

具器具備品）

構築物

その他
資産の内訳

-14

-12

-10

-8

-6

-4

-2

0

15年度 16年度 17年度 18年度

百万円
繰越欠損金

- -

0

1

2

3

4

5

6

7

15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

0

10

20

30

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -293



3 北方領土問題対策協会

目
的

内閣府（北方対策本部）

第1期 15年10月1日～20年3月31日
第2期 20年 4月1日～25年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

沿
革

北方領土問題対策協会

15.10
独立行政法人

北方領土問題対策協会

① 北方領土問題その他北方地域（歯舞群島、色丹島、国後島及び択捉島をいう。以下同じ。）に関す
る諸問題についての国民世論の啓発及び調査研究を行うとともに、北方地域に生活の本拠を有してい
た者に対し援護を行うことにより、北方領土問題その他北方地域に関する諸問題の解決の促進を図る
こと

② 北方地域旧漁業権者等その他の者に対し、漁業その他の事業及び生活に必要な資金を融通すること
により、これらの者の事業の経営と生活の安定を図ること

主 務 省

中期目標期間

財務データ
7,300百万円 275百万円 275百万円

一般業務勘定 6,902,209,512

資産の勘定別構成比
一般業務勘定

貸付業務勘定

資産の勘定別構成比

- -

貸付金

現金及び預金

建物

その他 資産の内訳

0.0

0.5

1.0

1.5

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
運営費交付金債務

7.30

7.35

7.40

7.45

15年度 16年度 17年度 18年度

億円 利益剰余金

0

10

20

30

40

50

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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【一般業務勘定】

北方領土問題その他北方地域に関する諸問題についての国民世論の啓発及び調査研究、北方地域に生活の
本拠を有していた者に対する援護に関する経理を行う勘定

建物

現金及び預金

工具器具備品

車両運搬具 その他

資産の内訳

0.0

0.5

1.0

1.5

15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

15年度 16年度 17年度 18年度

千万円
利益剰余金

0

10

20

30

40

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -

【貸付業務勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、補助金等収益である。

北方地域旧漁業権者等その他の者に対し、漁業その他の事業及び生活に必要な資金を融通することによ
り、これらの者の事業の経営と生活の安定を図るための業務に関する経理を行う勘定

貸付金

現金及び預金

その他

資産の内訳

4

5

6

7

8

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

0

10

20

30

40

50

60

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%
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4 沖縄科学技術研究基盤整備機構

目
的

第1期 17年9月1日～21年3月31日

(注) 沖縄振興計画に基づく大学院の設立構想を推進する主体として設立された。

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

17.9

沖縄振興計画に基づく大学院を置く大学の設置の準備と併せて、沖縄を拠点とする国際的に卓越した
科学技術に関する研究及び開発等を推進することにより、沖縄における科学技術に関する研究開発の基
盤の整備を図り、もって沖縄の自立的発展及び世界の科学技術の発展に寄与すること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

7,580百万円 1,357百万円 527百万円

沿
革

独立行政法人
沖縄科学技術研究基盤整備機構

内閣府（沖縄振興局）

土地

工具器具備品

現金及び預金

建物

未収金

その他

資産の内訳

運営費交付金債務

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

17年度 18年度

億円
利益剰余金

一般管理費の割合の推移%

- -

8.0

8.5

9.0

9.5

10.0

10.5

11.0

17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

0

10

20

30

17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -296



5 情報通信研究機構

目
的

総務省（情報通信政策局（20年7月4日以降は情報通信国際戦略局））

第1期 13年4月1日～18年3月31日
第2期 18年4月1日～23年3月31日

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

主 務 省

財務データ
173,658百万円 167,496百万円 164,211百万円

沿
革

13.4
独立行政法人
通信総合研究所

独立行政法人情報通信研究機構

中期目標期間
(注) 本法人は16年4月に統合された法人であるため、統合前については通信総合研究所の中期目標期間を

示している。

情報の電磁的流通及び電波の利用に関する技術の研究及び開発、高度通信・放送研究開発を行う者に
対する支援、通信・放送事業分野に属する事業の振興等を総合的に行うことにより、情報の電磁的方式
による適正かつ円滑な流通の確保及び増進並びに電波の公平かつ能率的な利用の確保及び増進に資する
こと

総務省
通信総合研究所

通信・放送機構

16.4

↓

↓

一般勘定 8,333,492,0866,075,164,9842,665,561,11419,164,339,5421,741,777,186

資産の勘定別構成比

一般勘定

基盤技術研究促進勘定 債務保証勘定

通信・放送

承継勘定

衛星管制債務

償還勘定
資産の勘定別構成比

- -

投資有価証券

土地

工具器具備品

現金及び預金

建物

その他

資産の内訳

0

10

20

30

16年度 17年度 18年度

億円
運営費交付金債務

-500

-400

-300

-200

-100

0

16年度 17年度 18年度

億円
繰越欠損金

4.0

4.5

5.0

5.5

16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

般勘定 8,333,492,0866,075,164,9842,665,561,11419,164,339,5421,741,777,186

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

出資勘定

承継勘定

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

- -297



【一般勘定】

他の勘定に属さない業務に関する経理を行う勘定

土地

工具器

具備品
投資有

価証券

建物

現金及び預金

その他

資産の内訳

0

5

10

15

20

25

30

16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

0

50

100

150

200

16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

0

2

4

6

8

16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -

【基盤技術研究促進勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、研究開発資産売却収入である。

基盤技術研究の委託及び国際研究協力ジャパントラスト事業による海外研究者の招へいに関する経理を行
う勘定

投資有価証券

現金及び預金

未収消費税等

その他 資産の内訳

-500

-400

-300

-200

-100

0

16年度 17年度 18年度

億円
繰越欠損金

0.0

0.5

1.0

1.5

16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -298



【債務保証勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、信用基金運用収入である。

特定通信・放送事業に対する支援及び情報通信インフラの高度テレビジョン放送施設整備事業に対する債
務保証に関する経理を行う勘定

投資有価証券

有価証券

現金及び預金

その他

資産の内訳

0

2

4

6

8

10

16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

0

20

40

60

80

100

16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -

【出資勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、受取利息である。

民間企業等への出資及び情報通信ベンチャーに対するテレコムベンチャー投資事業組合を通じた出資に関
する経理を行う勘定

投資有価証券

現金及び

預金

関係会

社株式

その他
資産の内訳

-30

-28

-26

-24

-22

-20

16年度 17年度 18年度

億円
繰越欠損金

0

2

4

6

8

10

16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -299



【通信・放送承継勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、有価証券利息である。

基盤技術研究促進センターから承継した株式の処分及び貸付債権の管理・回収に関する経理を行う勘定

投資有価証券

現金及び預金

長期貸付金 その他

資産の内訳

-20

-15

-10

-5

0

16年度 17年度 18年度

億円
繰越欠損金

0

20

40

60

80

16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -

【衛星管制債務償還勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、有価証券利息である。

衛星管制業務のために借り入れた無利子借入金の管理・返済に関する経理を行う勘定

投資有価証券

有価証券

現金及び預金

その他

資産の内訳

-5

0

5

10

16年度 17年度 18年度

千万円
利益剰余金又は繰越欠損金

0

20

40

60

80

100

16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -300



6 統計センター

目
的

総務省（統計局）

第1期
第2期

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

15年4月1日～20年3月31日
20年4月1日～25年3月31日

4,891百万円 0円 0円

国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査の製表、これに必要な統計技術の研究等を一体的に行う
ことにより、統計の信頼性の確保及び統計技術の向上に資すること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

沿
革

15.4 独立行政法人統計センター

総務省統計センター

現金及び預金

リー ス資産

（工具器具

備品）

工具器具備品

その他

資産の内訳

-2

0

2

4

6

8

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金又は繰越欠損金

- -

0

5

10

15

20

15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

0

5

10

15

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -301



7 平和祈念事業特別基金

総務省（大臣官房）

第1期
第2期

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

平和祈念事業特別基金

独立行政法人
平和祈念事業特別基金

沿
革

今次の大戦における尊い戦争犠牲を銘記し、かつ、永遠の平和を祈念するため、関係者の労苦につい

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

15年10月1日～20年3月31日
20年 4月1日～22年9月30日

42,497百万円 40,000百万円 40,000百万円

15.10

目
的 て国民の理解を深めることなどにより関係者に対し慰藉の念を示す事業を行うこと

いしゃ

投資有価証券

有価証券

建物及び

附属設備 その他

資産の内訳

3.6

3.8

4.0

4.2

4.4

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

- -

0

1

2

3

4

5

15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

年度 年度 年度 年度

0

5

10

15

20

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -302



8 郵便貯金・簡易生命保険管理機構

目
的

総務省（郵政行政局（20年7月4日以降は情報流通行政局））

第1期 19年10月1日～24年3月31日

【郵便貯金勘定】

【簡易生命保険勘定】

19年度に設立された法人であるため財務指標を示していない。

郵便貯金の管理業務に関する経理を行う勘定

簡易生命保険の管理業務に関する経理を行う勘定

日本郵政公社から承継した郵便貯金及び簡易生命保険を適正かつ確実に管理し、これらに係る債務を
確実に履行し、もって郵政民営化に資すること

中期目標期間

主 務 省

沿
革

19.10
独立行政法人

郵便貯金・簡易生命保険管理機構

日本郵政公社が実施してきた郵便貯金
及び簡易生命保険の管理業務

↓

- -303



9 国際協力機構

目
的

外務省（国際協力局）

第1期 15年10月1日～19年3月31日
第2期 19年 4月1日～24年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）
112,647百万円 88,508百万円 88,508百万円

沿
革

独立行政法人国際協力機構

開発途上にある海外の地域（以下「開発途上地域」という。）に対する技術協力の実施並びに無償の
資金供与による開発途上地域の政府に対する国の協力の実施の促進及び開発途上地域の住民を対象とす
る国民等の協力活動の促進に必要な業務を行い、中南米地域等への移住者の定着に必要な業務を行い、
並びに開発途上地域等における大規模な災害に対する緊急援助の実施に必要な業務を行い、もってこれ
らの地域の経済及び社会の発展又は復興に寄与し、国際協力の促進に資すること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

国際協力事業団

15.10

現金・預金
土地

開発投融資

長期貸付金

移住投融資

長期貸付金

その他
資産の内訳

20

40

60

80

億円
利益剰余金

- -

建物

0

20

40

60

80

100

120

15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

0

15年度 16年度 17年度 18年度

0

2

4

6

8

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -304



10 国際交流基金

目
的

外務省（大臣官房）

第1期 15年10月1日～19年3月31日
第2期 19年 4月1日～24年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

国際文化交流事業を総合的かつ効率的に行うことにより、我が国に対する諸外国の理解を深め、国際
相互理解を増進し、及び文化その他の分野において世界に貢献し、もって良好な国際環境の整備並びに
我が国の調和ある対外関係の維持及び発展に寄与すること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

114,844百万円 112,970百万円 112,970百万円

沿
革

国際交流基金

独立行政法人国際交流基金15.10

投資有価証券

建物

有価証券

現金及び預金

土地

その他

資産の内訳

0

5

10

15

20

25

億円
利益剰余金

- -

0

2

4

6

8

10

15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

15年度 16年度 17年度 18年度

0

5

10

15

20

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -305



11 酒類総合研究所

目
的

財務省（国税庁）

第1期 13年4月1日～18年3月31日
第2期 18年4月1日～23年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

酒類に関する高度な分析及び鑑定を行い、並びに酒類及び酒類業に関する研究、調査及び情報提供等
を行うことにより、酒税の適正かつ公平な賦課の実現に資するとともに、酒類業の健全な発達を図り、
併せて酒類に対する国民の認識を高めること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

8,025百万円 9,833百万円 9,833百万円

沿
革

13.4

財務省国税庁醸造研究所

独立行政法人
酒類総合研究所

建物

土地

現金及び預金

工具器具備品

機械及び装置

その他

資産の内訳

0

2

4

6

8

億円
利益剰余金

- -

0

1

2

3

4

5

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

0

5

10

15

20

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -306



12 造幣局

目
的

財務省（理財局）

第1期 15年4月1日～20年3月31日
第2期 20年4月1日～25年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

沿
革

① 貨幣の製造等を行うとともに、貨幣に対する国民の信頼を維持するために必要な情報の提供を行う
ことなどにより、通貨制度の安定に寄与すること

② 勲章、褒章、記章及び金属工芸品の製造等並びに貴金属の品位の証明等であって、公共上の見地か
ら必要とされるものを行うこと

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

15.4

財務省造幣局

独立行政法人造幣局

112,002百万円 66,857百万円 66,857百万円

土地

現金及び預金

機械装置

その他

資産の内訳

50

100

150

億円
利益剰余金

- -

本法人は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、売上高である。

建物投資有価証券
0

15年度 16年度 17年度 18年度

0

5

10

15

20

25

30

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -307



13 国立印刷局

目
的

財務省（理財局）

第1期 15年4月1日～20年3月31日
第2期 20年4月1日～25年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）
442,476百万円 300,800百万円 300,800百万円

沿
革

① 銀行券の製造を行うとともに、銀行券に対する国民の信頼を維持するために必要な情報の提供を行
うことなどにより、通貨制度の安定に寄与すること

② 官報の編集、印刷及び普及を行い、並びに法令全書、白書、調査統計資料その他の刊行物の編集、
印刷、刊行及び普及を行うことなどにより公共上の見地から行われることが適当な情報の提供を図る
とともに、国債証券、印紙、郵便切手その他の公共上の見地から必要な証券及び印刷物の製造を行う
ことなどによりその確実な提供を図ること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

15.4

財務省印刷局

独立行政法人国立印刷局

土地建物

有価証券 その他

資産の内訳

100

150

200

250

300

億円
利益剰余金

- -

本法人は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、製品売上高である。

賃貸資産

投資有価証券

0

50

100

15年度 16年度 17年度 18年度

0

5

10

15

20

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -308



14 通関情報処理センター

目
的

財務省（関税局）

第1期 15年10月1日～20年9月30日

↓

(注) 本法人は20年10月に輸出入・港湾関連情報処理センター株式会社に移行している。

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）
財 務 デ ー タ

8,481百万円 90百万円 60百万円

国際貨物業務を迅速かつ的確に処理するため、これに必要な電子情報処理組織の運営に関する業務を
行うこと

主 務 省

中期目標期間

沿
革

通関情報処理センター

15.10
独立行政法人

通関情報処理センター

有価証券

ソフトウェア

売掛金

建物
その他

資産の内訳

36

38

40

42

44

46

48

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

- -

本法人は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、システム使用料収入である。

0

2

4

6

8

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -309



15 日本万国博覧会記念機構

目
的

財務省（理財局）

第1期 15年10月1日～20年3月31日
第2期 20年 4月1日～23年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

人類の進歩と調和を主題として開催された日本万国博覧会の跡地を一体として保有し、これを緑に包
まれた文化公園として整備し、その適切な運営を行うとともに、日本万国博覧会記念基金を設けてこれ
を管理するなどの事業を行うことにより、日本万国博覧会の成功を記念すること

主 務 省

中期目標期間

財務デ ータ
149,070百万円 121,977百万円 64,692百万円

日本万国博覧会記念協会

15.10
独立行政法人

日本万国博覧会記念機構

沿
革

第一号勘定 18,967,985,456

80% 82% 84% 86% 88% 90% 92% 94% 96% 98% 100%

資産の勘定別構成比

第一号勘定 第二号勘定

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

- -

本法人は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、公園事業収入である。

土地

投資有価証券

構築物

建物

有価証券
その他

資産の内訳

0

2

4

6

8

10

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

0

5

10

15

20

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -310



【第一号勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、公園事業収入である。

日本万国博覧会の跡地を緑地として整備し、これに各種の文化的施設を設置し運営する業務等に関する経
理を行う勘定

土地

投資有価証券

構築物

建物

有価証券
その他

資産の内訳

0

2

4

6

8

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

0

5

10

15

20

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -

【第二号勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、基金運用収入である。

日本万国博覧会記念基金を管理、運用し、その運用により生ずる利益金の一部をもって日本万国博覧会の
成功を記念するにふさわしい文化的活動又は国際相互理解の促進に資する活動のための助成金を交付する業
務等に関する経理を行う勘定

投資有価証券

有価証券

現金及び預金 その他

資産の内訳

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

0

5

10

15

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -311



16 国立特別支援教育総合研究所

目
的

文部科学省（初等中等教育局）

第1期 13年4月1日～18年3月31日
第2期 18年4月1日～23年3月31日

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

特別支援教育に関する研究のうち主として実際的な研究を総合的に行い、及び特別支援教育関係職員
に対する専門的、技術的な研修を行うことなどにより、特別支援教育の振興を図ること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

独立行政法人
国立特別支援教育総合研究所

文部科学省
国立特殊教育総合研究所

独立行政法人
国立特殊教育総合研究所

7,205百万円 6,048百万円 6,048百万円

沿
革

13.4

↓

↓ （19.4名称変更）

土地
建物

構築物

現金及び預金

工具器具備品
その他

資産の内訳

2

4

6

8

10

千万円
利益剰余金

- -

0

2

4
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8

10

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

千万円 運営費交付金債務

0

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度
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13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -312



17 大学入試センター

目
的

文部科学省（高等教育局）

第1期 13年4月1日～18年3月31日
第2期 18年4月1日～23年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）
13,676百万円 11,591百万円 11,591百万円

13.4

大学に入学を志願する者に対し大学が共同して実施することとする試験に関する業務等を行うことに
より、大学の入学者の選抜の改善を図り、もって大学及び高等学校（中等教育学校の後期課程及び特別
支援学校の高等部を含む。）における教育の振興に資すること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

沿
革

文部科学省
大学入試センター

独立行政法人
大学入試センター

土地

現金及び預金

建物

工具、器具及び

備品 その他

資産の内訳

0

5

10

15

20

億円
利益剰余金

- -

0
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4
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12

14

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

百万円 運営費交付金債務

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度
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13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -313



18 国立青少年教育振興機構

目
的

文部科学省（スポーツ・青少年局）

第1期 18年4月1日～23年3月31日

↓ ↓

↓ ↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

利益剰余金
一般管理費の割合

18年度に統合された法人であるため財務指標の
推移を示していない。

財務データ
117,088百万円 123,686百万円 123,686百万円

18.4

独立行政法人
国立オリンピック記念
青少年総合センター

文部科学省
国立オリンピック記念
青少年総合センター

青少年教育指導者その他の青少年教育関係者に対する研修、青少年の団体宿泊訓練その他の青少年に
対する研修、青少年教育に関する施設及び団体相互間の連絡及び協力の促進、青少年教育に関する団体
に対する助成金の交付等を行うことにより、青少年教育の振興及び健全な青少年の育成を図ること

中期目標期間

主 務 省

独立行政法人国立青少年教育振興機構

文部科学省
国立青年の家
（13か所）

文部科学省
国立少年自然の家

（14か所）
↓

↓

沿
革

独立行政法人
国立青年の家

独立行政法人
国立少年自然の家

13.4 13.413.4

33.5%

なお、18年度については以下のとおりである。

43百万円

営費 債務

構築物

投資有価証券

預金 その他

資産の内訳

- -

般管 費 割合
107百万円運営費交付金債務

建物

土地

- -314



19 国立女性教育会館

目
的

文部科学省（生涯学習政策局）

第1期 13年4月1日～18年3月31日
第2期 18年4月1日～23年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

女性教育指導者その他の女性教育関係者に対する研修、女性教育に関する専門的な調査及び研究等を
行うことにより、女性教育の振興を図り、もって男女共同参画社会の形成の促進に資すること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

2,575百万円 3,615百万円 3,615百万円

沿
革

文部科学省
国立女性教育会館

独立行政法人
国立女性教育会館

13.4

建物

土地

現金及び預金

構築物

建設仮勘定

その他

資産の内訳

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

- -

0
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10

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

百万円 運営費交付金債務
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13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -315



20 国立国語研究所

目
的

文部科学省（文化庁）

第1期 13年4月1日～18年3月31日
第2期 18年4月1日～23年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

国語及び国民の言語生活並びに外国人に対する日本語教育に関する科学的な調査及び研究並びにこれ
に基づく資料の作成及びその公表等を行うことにより、国語の改善及び外国人に対する日本語教育の振
興を図ること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

10,503百万円 10,614百万円 10,614百万円

沿
革

文部科学省文化庁
国立国語研究所

独立行政法人
国立国語研究所

13.4

建物土地

現金及び預金

構築物
その他

資産の内訳

-2

0

2

4

6
千万円

利益剰余金又は繰越欠損金

- -

0

1

2

3

4

5

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

千万円 運営費交付金債務

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度
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13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -316



21 国立科学博物館

目
的

文部科学省（生涯学習政策局）

第1期 13年4月1日～18年3月31日
第2期 18年4月1日～23年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

博物館を設置して、自然史に関する科学その他の自然科学及びその応用に関する調査及び研究並びに
これらに関する資料の収集、保管（育成を含む。）及び公衆への供覧等を行うことにより、自然科学及
び社会教育の振興を図ること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

82,651百万円 73,943百万円 73,943百万円

沿
革

文部科学省
国立科学博物館

独立行政法人
国立科学博物館

13.4

土地

建物

収蔵品

工具器具備品

ソフトウェア
その他

資産の内訳

-1

0

1

2

3

4

5

6
千万円

利益剰余金又は繰越欠損金

- -

0

1

2

3

4

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度
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13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -317



22 物質・材料研究機構

目
的

文部科学省（研究振興局）

第1期 13年4月1日～18年3月31日
第2期 18年4月1日～23年3月31日

↓ ↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

物質・材料科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発等の業務を総合的に行うことにより、物
質・材料科学技術の水準の向上を図ること

独立行政法人物質・材料研究機構

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

96,225百万円 76,459百万円 76,459百万円

沿
革

文部科学省
金属材料技術研究所

文部科学省
無機材質研究所

13.4

建物

土地

機械装置

工具器具備品

現金及び預金

その他 資産の内訳
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億円
利益剰余金

- -
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億円 運営費交付金債務
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13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -318



23 防災科学技術研究所

目
的

文部科学省（研究開発局）

第1期 13年4月1日～18年3月31日
第2期 18年4月1日～23年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

防災科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発等の業務を総合的に行うことにより、防災科学技
術の水準の向上を図ること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

82,772百万円 58,902百万円 58,902百万円

沿
革

文部科学省
防災科学技術研究所

独立行政法人
防災科学技術研究所

13.4

機械及び装置

建物

土地

工具器具備品

構築物

その他
資産の内訳
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億円
利益剰余金

- -

0

2

4

6

8

10

12

14

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務
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一般管理費の割合の推移%

- -319



24 放射線医学総合研究所

目
的

文部科学省（研究振興局）

第1期 13年4月1日～18年3月31日
第2期 18年4月1日～23年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

放射線の人体への影響、放射線による人体の障害の予防、診断及び治療並びに放射線の医学的利用に
関する研究開発（研究及び開発をいう。）等の業務を総合的に行うことにより、放射線に係る医学に関
する科学技術の水準の向上を図ること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

42,465百万円 33,648百万円 33,648百万円

沿
革

文部科学省
放射線医学総合研究所

独立行政法人
放射線医学総合研究所

13.4

建物

土地

機械装置

工具器具備品

現金及び預金

その他 資産の内訳
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億円
利益剰余金
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一般管理費の割合の推移%

- -320



25 国立美術館

目
的

文部科学省（文化庁）

第1期 13年4月1日～18年3月31日
第2期 18年4月1日～23年3月31日

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

美術館を設置して、美術（映画を含む。）に関する作品その他の資料を収集し、保管して公衆の観覧
に供するとともに、これに関連する調査及び研究並びに教育及び普及の事業等を行うことにより、芸術
その他の文化の振興を図ること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

122,812百万円 81,019百万円 81,019百万円

沿
革

建物

美術品・収蔵品

土地

現金及び預金

構築物

その他

資産の内訳

5
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20

億円
利益剰余金

↓ ↓

文部科学省文化庁
東京国立近代美術館

文部科学省文化庁
国立西洋美術館

文部科学省文化庁
国立国際美術館

13.4

文部科学省文化庁
京都国立近代美術館

独立行政法人国立美術館

↓ ↓

- -
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千万円 運営費交付金債務

0

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

0

10

20

30

40

50

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -321



26 国立文化財機構

目
的

文部科学省（文化庁）

第1期 13年4月1日～18年3月31日
第2期 18年4月1日～23年3月31日

19年度に統合された法人であるため財務指標を示していない。

博物館を設置して有形文化財を収集し、保管して公衆の観覧に供するとともに、文化財に関する調査
及び研究等を行うことにより、貴重な国民的財産である文化財の保存及び活用を図ること

主 務 省

中期目標期間
(注) 本法人は19年4月に統合された法人であるため、統合前については国立博物館の中期目標期間を示してい

る。

沿
革

↓ ↓ ↓ ↓ ↓

↓ ↓

文部科学省文化庁
奈良国立文化財研究所

13.4 独立行政法人国立博物館 13.4 独立行政法人文化財研究所

文部科学省文化庁
東京国立博物館

文部科学省文化庁
京都国立博物館

文部科学省文化庁
奈良国立博物館

独立行政法人国立文化財機構19.4

文部科学省文化庁
東京国立文化財研究所

- -- -322



27 教員研修センター

目
的

文部科学省（初等中等教育局）

第1期 13年4月1日～16年3月31日
第2期 16年4月1日～19年3月31日
第3期 19年4月1日～23年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

校長、教員その他の学校教育関係職員に対する研修等を行うことにより、その資質の向上を図ること

財務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

5,582百万円 3,891百万円 3,891百万円

13.4

沿
革

文部科学省が直接実施してきた
学校教育関係職員の研修業務

独立行政法人
教員研修センター

建物

土地

現金及び預金

工具器具備品

構築物
その他

資産の内訳
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13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

- -
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13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度
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運営費交付金債務
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13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%
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28 科学技術振興機構

目
的

文部科学省（科学技術・学術政策局）

第1期 15年10月1日～19年3月31日
第2期 19年 4月1日～24年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

新技術の創出に資することとなる科学技術（人文科学のみに係るものを除く。）に関する基礎研究、
基盤的研究開発、新技術の企業化開発等の業務及び我が国における科学技術情報に関する中枢的機関と
しての科学技術情報の流通に関する業務その他の科学技術の振興のための基盤の整備に関する業務を総
合的に行うことにより、科学技術の振興を図ること

主 務 省

中期目標期間

財務デ ータ
143,716百万円 193,481百万円 193,424百万円

科学技術振興事業団

独立行政法人
科学技術振興機構

15.10

沿
革

一般勘定 20,207,187,554

75% 80% 85% 90% 95% 100%

資産の勘定別構成比

一般勘定
文献情報

提供勘定

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

- -

建物

工具器具備品

土地

開発委託金

開発委託金

回収債権

その他

資産の内訳
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15年度 16年度 17年度 18年度

億円
運営費交付金債務
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15年度 16年度 17年度 18年度
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一般管理費の割合の推移%
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【一般勘定】

他の勘定に属さない業務に関する経理を行う勘定

建物

工具器具

備品

開発委託金

開発委託金

回収債権

土地

その他

資産の内訳

0

20
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60

80

15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

0
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15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

0
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5

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -

【文献情報提供勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、科学技術情報売上高である。

科学技術に関する論文その他の文献（磁気テープ、磁気ディスクその他これらに準ずるものに記録された
ものを含む。）に係る情報（専ら科学技術に関する研究開発に係る交流を促進するための情報を除く。）を
抄録その他の容易に検索することができる形式で提供すること（国際協力を目的として我が国の科学技術に
関する情報を外国に提供することを除く。）を目的として行う業務及びこれに附帯する業務に関する経理を
行う勘定

土地

情報資産

長期性

預金

建物

投資有価証券

その他

資産の内訳
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一般管理費の割合の推移%
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29 日本学術振興会

目
的

文部科学省（研究振興局）

第1期 15年10月1日～20年3月31日
第2期 20年 4月1日～25年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

学術研究の助成、研究者の養成のための資金の支給、学術に関する国際交流の促進、学術の応用に関
する研究等を行うことにより、学術の振興を図ること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

5,251百万円 1,063百万円 1,063百万円

日本学術振興会

15.10
独立行政法人

日本学術振興会

沿
革

現金及び預金

敷金・保証金

建物及び

附属設備

投資有価証券
その他

資産の内訳
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一般管理費の割合の推移%
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30 理化学研究所

目
的

文部科学省（研究振興局）

第1期 15年10月1日～20年3月31日
第2期 20年 4月1日～25年3月31日

↓

(注) 17年10月に日本原子力研究所から業務の一部を承継している。

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

科学技術（人文科学のみに係るものを除く。）に関する試験及び研究等の業務を総合的に行うことに
より、科学技術の水準の向上を図ること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

278,057百万円 266,047百万円 253,126百万円

沿
革

理化学研究所

15.10 独立行政法人理化学研究所

建物

土地

機械装置

現金及び預金

工具器具備品

その他
資産の内訳
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利益剰余金

- -
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一般管理費の割合の推移%
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31 宇宙航空研究開発機構

目
的

文部科学省（研究開発局）

第1期 15年10月1日～20年3月31日
第2期 20年 4月1日～25年3月31日

↓

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）
784,582百万円 544,408百万円 544,401百万円

文部科学省
宇宙科学研究所

宇宙開発事業団

15.10 独立行政法人宇宙航空研究開発機構

文部科学省
航空宇宙技術研究所

独立行政法人
航空宇宙技術研究所

13.4沿
革

大学との共同等による宇宙科学に関する学術研究、宇宙科学技術（宇宙に関する科学技術をいう。）
に関する基礎研究及び宇宙に関する基盤的研究開発並びに人工衛星等の開発、打上げ、追跡及び運用並
びにこれらに関連する業務を、平和の目的に限り、総合的かつ計画的に行うとともに、航空科学技術に
関する基礎研究及び航空に関する基盤的研究開発並びにこれらに関連する業務を総合的に行うことによ
り、大学等における学術研究の発展、宇宙科学技術及び航空科学技術の水準の向上並びに宇宙の開発及
び利用の促進を図ること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

その他

資産の内訳

10

20
億円

利益剰余金又は繰越欠損金

- -

建設仮勘定

人工衛星

土地

建物

未成受託

業務支出金

その他
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一般管理費の割合の推移%
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32 日本スポーツ振興センター

目
的

文部科学省（スポーツ・青少年局）

第1期 15年10月1日～20年3月31日
第2期 20年 4月1日～25年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

スポーツの振興及び児童、生徒、学生又は幼児（以下「児童生徒等」という。）の健康の保持増進を
図るため、その設置するスポーツ施設の適切かつ効率的な運営、スポーツの振興のために必要な援助、
小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、高等専門学校、特別支援学校又は幼稚園の管理下における
児童生徒等の災害に関する必要な給付その他スポーツ及び児童生徒等の健康の保持増進に関する調査研
究並びに資料の収集及び提供等を行い、もって国民の心身の健全な発達に寄与すること

主 務 省

中期目標期間

財務デ ータ
223,173百万円 203,954百万円 203,954百万円

日本体育・学校健康センター

独立行政法人
日本スポーツ振興センター

沿
革

15.10

投票勘定3,085,643,6091,997,313,826 210,203,617,991

0% 10% 20% 30% 40% 0% 60% 0% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

投票

勘定

災害共済給付勘定

免責特約勘定

一般勘定

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

- -
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【投票勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、スポーツ振興投票事業収入である。

スポーツ振興投票の実施等に関する法律（平成10年法律第63号）に基づくスポーツ振興投票の実施等の業
務に関する経理を行う勘定

ソフトウェア

工具器具備品

未収金

建物

その他

資産の内訳

-400
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繰越欠損金
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一般管理費の割合の推移%

- -

【災害共済給付勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、共済掛金収入である。

学校の管理下における児童生徒等の災害に対する災害共済給付等の業務に関する経理を行う勘定

現金及び預金

未収金

その他
資産の内訳
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【免責特約勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、共済掛金収入である。

学校の管理下における児童生徒等の災害について、本法人が災害共済給付を行うことにより、その価額の
限度において学校設置者の損害賠償の責任を免れさせる内容の特約を付する事業に関する経理を行う勘定

現金及び預金

その他

資産の内訳
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- -

【一般勘定】

競技場等の運営等の業務、各種スポーツ活動に対する助成及び他の勘定に属さない一切の業務に関する経
理を行う勘定

土地
建物

投資有価証券

現金及び預金

他勘定長期

貸付金 その他
資産の内訳
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33 日本芸術文化振興会

目
的

文部科学省（文化庁）

第1期 15年10月1日～20年3月31日
第2期 20年 4月1日～25年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

芸術家及び芸術に関する団体が行う芸術の創造又は普及を図るための活動その他の文化の振興又は普
及を図るための活動に対する援助を行い、あわせて、我が国古来の伝統的な芸能の公開、伝承者の養
成、調査研究等を行い、その保存及び振興を図るとともに、我が国における現代の舞台芸術の公演、実
演家等の研修、調査研究等を行い、その振興及び普及を図り、もって芸術その他の文化の向上に寄与す
ること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

249,157百万円 246,819百万円 246,819百万円

日本芸術文化振興会

15.10
独立行政法人

日本芸術文化振興会

沿
革

土地建物

長期性預金
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その他 資産の内訳
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34 日本学生支援機構

目
的

文部科学省（高等教育局）

第1期 16年4月1日～21年3月31日

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

教育の機会均等に寄与するために学資の貸与その他学生等（大学及び高等専門学校の学生並びに専修
学校の専門課程の生徒をいう。）の修学の援助を行い、大学等（大学、高等専門学校及び専門課程を置
く専修学校をいう。）が学生等に対して行う修学、進路選択その他の事項に関する相談及び指導につい
て支援を行うとともに、留学生交流（外国人留学生の受入れ及び外国への留学生の派遣をいう。）の推
進を図るための事業を行うことにより、我が国の大学等において学ぶ学生等に対する適切な修学の環境
を整備し、もって次代の社会を担う豊かな人間性を備えた創造的な人材の育成に資するとともに、国際
相互理解の増進に寄与すること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

沿
革

4,809,266百万円 100百万円 100百万円

未収財源措置

予定額

現金及び預金

建物
土地

その他

資産の内訳

60

80

億円
利益剰余金

財団法人あ
国際学友会

16.4

日本育英会
財団法人
関西国際
学友会あ

財団法人
内外学生
センター

財団法人
日本国際
教育協会

独立行政法人日本学生支援機構

↓ ↓ ↓ ↓ ↓

- -

本法人は、期間進行基準を採用しているため、
各年度において運営費交付金債務はない。
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35 海洋研究開発機構

目
的

文部科学省（研究開発局）

第1期 16年4月1日～21年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

平和と福祉の理念に基づき、海洋に関する基盤的研究開発、海洋に関する学術研究に関する協力等の
業務を総合的に行うことにより、海洋科学技術の水準の向上を図るとともに、学術研究の発展に資する
こと

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

110,256百万円 84,215百万円 84,210百万円

海洋科学技術センター

16.4
独立行政法人

海洋研究開発機構

沿
革

船舶

建物

現金及び預金

工具器具備品

土地

その他

資産の内訳

-5

-4

-3

-2

-1

0

16年度 17年度 18年度

億円
繰越欠損金

- -

0

10

20

30

40

16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

0

1

2

3

4

16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -334



36 国立高等専門学校機構

目
的

文部科学省（高等教育局）

第1期 16年4月1日～21年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

高等専門学校を設置することなどにより、職業に必要な実践的かつ専門的な知識及び技術を有する創
造的な人材を育成するとともに、我が国の高等教育の水準の向上と均衡ある発展を図ること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

291,951百万円 278,679百万円 278,679百万円

文部科学省
国立高等専門学校

16.4
独立行政法人

国立高等専門学校機構

沿
革

土地

建物

現金及び預金

構築物

工具器具備品
その他

資産の内訳

0
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4

5

6

16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

- -

0
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16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

0
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10

16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -335



37 大学評価・学位授与機構

目
的

文部科学省（高等教育局）

第1期 16年4月1日～21年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

大学等（大学、高等専門学校及び大学共同利用機関をいう。）の教育研究活動の状況についての評価
等を行うことにより、その教育研究水準の向上を図るとともに、学位の授与を行うことにより、高等教
育の段階における多様な学習の成果が適切に評価される社会の実現を図り、もって我が国の高等教育の
発展に資すること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

7,559百万円 7,470百万円 7,470百万円

文部科学省
大学評価・学位授与機構

16.4
独立行政法人

大学評価・学位授与機構

沿
革

建物

土地

現金及び預金

工具器具備品

構築物

その他

資産の内訳

0

1

2

3

4

万円
利益剰余金

- -

0.0
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2.5

16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

0

16年度 17年度 18年度

0

5

10

15

20

25

30

16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -336



38 国立大学財務・経営センター

目
的

文部科学省（高等教育局）

第1期 16年4月1日～21年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

沿
革

文部科学省
国立学校財務センター

独立行政法人
国立大学財務・経営センター

財務デ ータ
1,015,284百万円 9,601百万円 9,601百万円

国立大学法人、大学共同利用機関法人及び国立高等専門学校機構の施設の整備等に必要な資金の貸付
け及び交付並びに国立大学法人等の財務及び経営に関する調査及び研究、その職員の研修その他の業務
を行うことにより、国立大学法人等の教育研究環境の整備充実並びに財務及び経営の改善を図り、もっ
て国立大学、大学共同利用機関及び国立高等専門学校における教育研究の振興に資すること

16.4

主 務 省

中期目標期間

一般勘定 1,005,655,898,478

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比一般勘定

施設整備勘定

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

- -

承継債務

負担金債権

施設費

貸付金

たな卸資産

建物

土地

その他

資産の内訳
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千万円
運営費交付金債務
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一般管理費の割合の推移%

- -337



【一般勘定】

国立大学法人等の財産の適切かつ有効な活用について国立大学法人等に対する協力及び専門的、技術的助
言等の業務に関する経理を行う勘定

建物

土地

機械装置

現金及び預金

工具器具備品

その他

資産の内訳
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千万円 運営費交付金債務
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利益剰余金
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一般管理費の割合の推移%

- -

【施設整備勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、承継債務負担金債権受取利息である。

施設費貸付事業及び施設費交付事業に関する経理を行う勘定

承継債務

負担金債権

施設費

貸付金

たな卸資産

その他
資産の内訳
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一般管理費の割合の推移%

- -338



39 メディア教育開発センター

目
的

文部科学省（高等教育局）

第1期 16年4月1日～21年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

大学等（大学及び高等専門学校をいう。）における多様なメディア（放送、インターネットその他の
高度情報通信ネットワーク及び電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識す
ることができない方式で作られた記録をいう。）に係る記録媒体をいう。）を高度に利用して行う教育
の内容、方法等の研究及び開発並びにその成果の普及等を行うことにより、大学等における教育の発展
に資すること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

6,158百万円 4,838百万円 4,838百万円

文部科学省
大学共同利用機関

メディア教育開発センター

16.4
独立行政法人

メディア教育開発センター

沿
革

土地
工具器具備品

現金及び預金

構築物
その他

資産の内訳
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0.8

1.0

1.2

億円
利益剰余金

- -
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億円 運営費交付金債務
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一般管理費の割合の推移%

- -339



40 日本原子力研究開発機構

目
的

第1期 17年10月1日～22年3月31日

↓（業務の一部） ↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

原子力に関する基礎的研究及び応用の研究並びに核燃料サイクルを確立するための高速増殖炉及びこ
れに必要な核燃料物質の開発並びに核燃料物質の再処理に関する技術及び高レベル放射性廃棄物の処分
等に関する技術の開発を総合的、計画的かつ効率的に行うとともに、これらの成果の普及等を行い、
もって人類社会の福祉及び国民生活の水準向上に資する原子力の研究、開発及び利用の促進に寄与する
こと

主 務 省

中期目標期間

財務デ ータ
789,678百万円 808,594百万円 792,175百万円

文部科学省（研究開発局）

沿
革

日本原子力研究所
核燃料サイクル

開発機構

独立行政法人
日本原子力研究開発機構

17.10

一般勘定 520,218,891,131

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

一般勘定 電源利用勘定

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

- -

建設仮勘定
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土地
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資産の内訳
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一般管理費の割合の推移%

- -340



【一般勘定】

他の勘定に属さない業務に関する経理を行う勘定

建物

土地機械・装置

建設仮勘定

構築物

その他

資産の内訳

0

10
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40

50

17年度 18年度

億円 運営費交付金債務
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0

17年度 18年度
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繰越欠損金

0
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6

17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -

【電源利用勘定】

核燃料サイクルを確立するための高速増殖炉の開発、核燃料物質の再処理技術の開発等の電源利用対策業
務に関する経理を行う勘定

建設仮勘定

機械・装置

建物

構築物

土地 その他

資産の内訳
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一般管理費の割合の推移%

- -341



41 国立健康・栄養研究所

目
的

厚生労働省（大臣官房）

第1期 13年4月1日～18年3月31日
第2期 18年4月1日～23年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

国民の健康の保持及び増進に関する調査及び研究並びに国民の栄養その他国民の食生活に関する調査
及び研究等を行うことにより、公衆衛生の向上及び増進を図ること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

350百万円 0円 0円

厚生労働省
国立健康・栄養研究所

13.4
独立行政法人

国立健康・栄養研究所

沿
革

現金及び預金

工具器具備品

未収収益
その他

資産の内訳
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0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金
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一般管理費の割合の推移%

- -342



42 労働安全衛生総合研究所

目
的

厚生労働省（労働基準局）

第1期 18年4月1日～23年3月31日

↓ ↓

↓ ↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）
財務デ ータ

12,809百万円 11,785百万円 11,785百万円

事業場における災害の予防並びに労働者の健康の保持増進及び職業性疾病の病因、診断、予防その他
の職業性疾病に係る事項に関する総合的な調査及び研究を行うことにより、職場における労働者の安全
及び健康の確保に資すること

主 務 省

中期目標期間

沿
革

厚生労働省
産業安全研究所

厚生労働省
産業医学総合研究所

13.4
独立行政法人

産業安全研究所
13.4

独立行政法人
産業医学総合研究所

18.4 独立行政法人労働安全衛生総合研究所

一般勘定 12,609,200,491

資産の勘定別構成比
一般勘定

労働福祉事業勘定

資産の勘定別構成比

- -

利益剰余金
一般管理費の割合
運営費交付金債務

18年度に統合された法人であるため財務指標の
推移を示していない。

なお、18年度については以下のとおりである。

9.2百万円

103百万円
20.8%

土地

建物

工具器具備品

現金及び預金

機械及び装置 その他

資産の内訳

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

- -343



【一般勘定】

利益剰余金
一般管理費の割合

【労働福祉事業勘定】

利益剰余金
一般管理費の割合

他の勘定に属さない業務に関する経理を行う勘定

8.6百万円

18年度に統合された法人であるため財務指標の

運営費交付金債務

なお、18年度については以下のとおりである。

労働福祉事業として実施する労働者の安全及び衛生の確保の研究等に係る業務に関する経理を行う勘定

18年度に統合された法人であるため財務指標の
推移を示していない。

なお、18年度については以下のとおりである。

推移を示していない。

0.6百万円
20.1%

73百万円

22.4%
運営費交付金債務 30百万円工具器具備品

現金及び預金

未収金

建物
その他

資産の内訳

土地

建物

工具器具備品

現金及び預金

機械及び装置 その他
資産の内訳

- -- -344



43 勤労者退職金共済機構

目
的

厚生労働省（労働基準局）

第1期 15年10月1日～20年3月31日
第2期 20年 4月1日～25年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

中小企業の従業員に係る退職金共済制度を運営することにより、中小企業の従業員の福祉の増進と中
小企業の振興に寄与すること

主 務 省

中期目標期間

財務デ ータ
4,565,231百万円 0円 0円

沿
革

勤労者退職金共済機構

15.10
独立行政法人

勤労者退職金共済機構

資産の内訳 利益剰余金又は繰越欠損金

一般の中小企業退職金共

済事業等勘定
946,411,737,8927,134,779,88213,606,137,227

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

一般の中小企業退職金

共済事業等勘定

建設業退職金共済

事業等勘定

清酒製造業退職金

共済事業等勘定

林業退職金共済

事業等勘定

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

- -
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一般管理費の割合の推移%
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【一般の中小企業退職金共済事業等勘定】

中小企業の従業員に係る退職金共済事業に関する経理を行う勘定

投資有価証券

金銭信託

生命保険資産

土地

建物

その他

資産の内訳

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務
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繰越欠損金

0.00

0.05

0.10

0.15

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -

【建設業退職金共済事業等勘定】

従業員の期間雇用が一般的である建設業に係る退職金共済事業に関する経理を行う勘定

投資有価証券

金銭信託

生命保険資産

土地

建物

その他

資産の内訳
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億円
利益剰余金
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一般管理費の割合の推移%

- -346



【清酒製造業退職金共済事業等勘定】

従業員の期間雇用が一般的である清酒製造業に係る退職金共済事業に関する経理を行う勘定

投資有価証券

金銭信託

有価証券

建物
その他

資産の内訳

0

2

4

6

8

10

12

15年度 16年度 17年度 18年度

百万円 運営費交付金債務
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億円
利益剰余金

0
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10

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -

【林業退職金共済事業等勘定】

従業員の期間雇用が一般的である林業に係る退職金共済事業に関する経理を行う勘定

投資有価証券

金銭信託

有価証券

建物
その他

資産の内訳

-20

-15

-10

-5

0

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
繰越欠損金

0
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15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%
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百万円 運営費交付金債務

- -347



44 高齢・障害者雇用支援機構

目
的

厚生労働省（職業安定局）

第1期 15年10月1日～20年3月31日
第2期 20年 4月1日～25年3月31日

↓ ↓（業務の一部）

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

15.10

財団法人
高年齢者雇用開発協会

高年齢者等を雇用する事業主等に対する給付金の支給、高年齢者等の雇用に関する技術的事項につい
ての事業主等に対する相談その他の援助、障害者の職業生活における自立を促進するための施設の設置
及び運営、障害者の雇用に伴う経済的負担の調整の実施その他高年齢者等及び障害者の雇用を支援する
ための業務等を行うことにより、高年齢者等及び障害者の職業の安定その他福祉の増進を図るととも
に、経済及び社会の発展に寄与すること

主 務 省

中期目標期間

財務デ ータ
63,709百万円 12,227百万円 12,227百万円

沿
革

独立行政法人
高齢・障害者雇用支援機構

日本障害者雇用促進協会

高齢・障害者雇用支援勘

定
271,389 46,113,986

資産の勘定別構成比

高齢・障害者

雇用支援勘定

障害者職業能力開発勘定

障害者雇用納付金勘定

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

- -

現金及び預金

金銭の信託

土地

建物

敷金・保証金 その他

資産の内訳

0

10

20

30

40

50

15年度 16年度 17年度 18年度

運営費交付金債務億円

-4

-3

-2

-1

0

1

15年度 16年度 17年度 18年度

利益剰余金又は繰越欠損金

0

1

2

3

4

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

億円

- -348



【高齢・障害者雇用支援勘定】

高年齢者等の雇用に係る給付金の支給、高年齢者等の雇用に係る相談その他の援助、高齢期の職業生活設
計に係る助言又は指導、障害者職業センターの設置運営等に関する経理を行う勘定

現金及び預金

土地

建物

敷金・保証金

工具器具備品
その他

資産の内訳

0

10

20

30

40

50

15年度 16年度 17年度 18年度

運営費交付金債務億円

-3

-2

-1

0

1

15年度 16年度 17年度 18年度

利益剰余金又は繰越欠損金

0

1

2
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4

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

億円

- -

【障害者職業能力開発勘定】

障害者職業能力開発校の運営等に関する経理を行う勘定

現金及び預金

工具器具備品

未収金

その他

資産の内訳

0

5

10

15

15年度 16年度 17年度 18年度

運営費交付金債務千万円

-7

-5

-3

-1

1

15年度 16年度 17年度 18年度

利益剰余金又は繰越欠損金
千万円
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一般管理費の割合の推移%

- -349



【障害者雇用納付金勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、納付金収入である。

障害者雇用納付金の徴収、障害者を雇用する事業主等に対する助成金の支給等に関する経理を行う勘定

現金及び預金

金銭の信託

未収金

その他
資産の内訳

1.5

2.0

2.5

3.0

15年度 16年度 17年度 18年度

利益剰余金

0

1

2

3

4

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

百万円

- -- -350



45 福祉医療機構

目
的

厚生労働省（社会・援護局、医政局、年金局、労働基準局）

第1期 15年10月1日～20年3月31日
第2期 20年 4月1日～25年3月31日

↓

(注) 16年4月に労働福祉事業団から、18年4月に年金資金運用基金から、それぞれ業務の一部を承継し

ている。

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

沿
革

① 社会福祉事業施設及び病院、診療所等の設置等に必要な資金の融通並びにこれらの施設に関する経
営指導、社会福祉事業に関する必要な助成、社会福祉施設職員等退職手当共済制度の運営、心身障害
者扶養保険事業等を行い、もって福祉の増進並びに医療の普及及び向上を図ること

② 厚生年金保険制度、船員保険制度、国民年金制度及び労働者災害補償保険制度に基づき支給される
年金たる給付の受給権を担保として小口の資金の貸付けを行うこと

主 務 省

中期目標期間

社会福祉・医療事業団

独立行政法人福祉医療機構15.10

財務デ ータ
7,738,399百万円 4,016,552百万円 4,016,552百万円

一般勘定 283,027,644,679682,651,81857,917,270,857206,865,908,4945,922,328,810 3,857,792,873,556

資産の勘定別構成比

一般勘定

長寿・子育て・

障害者基金勘定
共済勘定

保険勘定 年金担保貸付勘定

労災年金担保

貸付勘定

承継債権管理回収勘定

承継教育資金貸付け

あっせん勘定
資産の勘定別構成比

- -

長期貸付金

現金及び預金

1年以内回収

予定長期

貸付金

土地

建物 その他
資産の内訳
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億円 運営費交付金債務
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一般管理費の割合の推移%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

- -351



【一般勘定】

社会福祉事業施設を設置し又は経営する社会福祉法人等に対する社会福祉事業施設の設置、整備又は経営
に必要な資金の貸付け、病院、診療所、介護老人保健施設等を開設する個人、医療法人等に対する病院等の
設置、整備又は経営に必要な資金の貸付け等の事業に関する経理を行う勘定

長期貸付金

1年以内回収

予定長期

貸付金

土地
建物

その他

資産の内訳

0

1

2

3

4

5

億円 運営費交付金債務

-5

-4

-3
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-1

0

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
繰越欠損金

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0
一般管理費の割合の推移%

- -

【長寿・子育て・障害者基金勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、基金事業運用収入である。

社会福祉事業を行う事業者に対する助成等の事業に関する経理を行う勘定

15年度 16年度 17年度 18年度15年度 16年度 17年度 18年度

投資有価証券

財政融資

資金預託金

有価証券

建物
その他

資産の内訳

0

10

20

30

40

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金
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一般管理費の割合の推移%

- -352



【共済勘定】

社会福祉施設職員等退職手当共済法（昭和36年法律第155号）に基づく退職手当金の支給等の事業に関す
る経理を行う勘定

現金及び預金

ソフトウェア

建物 その他

資産の内訳
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15年度 16年度 17年度 18年度

百万円 運営費交付金債務

-60

-50

-40

-30

-20

-10

0

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
繰越欠損金

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -

【保険勘定】

地方公共団体が心身障害者扶養共済制度の加入者に対して負う共済責任を保険するなどの事業に関する経
理を行う勘定

金銭の信託

建物 その他

資産の内訳
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-400
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-340
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【年金担保貸付勘定】

厚生年金保険、船員保険又は国民年金の年金給付の受給権者に対する、その受給権を担保とした小口の資
金の貸付けなどの事業に関する経理を行う勘定

1年以内

回収予定

長期貸付金

長期貸付金

現金及び預金

建物
その他

資産の内訳
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百万円 運営費交付金債務

- -

【労災年金担保貸付勘定】

(注) 本勘定は16年度に設置された勘定である。

労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）に基づく年金給付の受給権者に対する、その受給権を担保
とした小口の資金の貸付けなどの事業に関する経理を行う勘定

1年以内

回収予定

長期貸付金

長期貸付金

建物

その他

資産の内訳
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【承継債権管理回収勘定】

18年度に設置された勘定であるため財務指標の
推移を示していない。

なお、18年度については以下のとおりである。

利益剰余金
一般管理費の割合

【承継教育資金貸付けあっせん勘定】

18年度に設置された勘定であるため財務指標の
推移を示していない。

なお、18年度については以下のとおりである。

利益剰余金 0円

128,332百万円
4.2%

運営費交付金債務 727百万円

(注) 本勘定は18年度に設置された勘定である。

年金資金運用基金から承継した年金被保険者に対して貸し付けられた住宅取得資金等に係る債権の管理及
び回収等の事業に関する経理を行う勘定

年金資金運用基金から承継した国民生活金融公庫法（昭和24年法律第49号）又は沖縄振興開発金融公庫法
（昭和47年法律第31号）に基づく小口の教育資金の貸付けのあっせんを行う事業に関する経理を行う勘定

(注) 本勘定は18年度に設置された勘定である。

長期貸付金

現金及び預金

1年以内

回収予定

長期貸付金

建物 その他

資産の内訳

工具器具備品

建物
その他

資産の内訳

- -

利益剰余金
一般管理費の割合

0円
24.4%

運営費交付金債務 28百万円

現金及び預金

- -355



46 国立重度知的障害者総合施設のぞみの園

目
的

厚生労働省（社会・援護局）

第1期 15年10月1日～20年3月31日
第2期 20年 4月1日～25年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

重度の知的障害者に対する自立のための先導的かつ総合的な支援の提供、知的障害者の支援に関する
調査及び研究等を行うことにより、知的障害者の福祉の向上を図ること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

14,550百万円 15,189百万円 15,189百万円

15.10
独立行政法人

国立重度知的障害者総合施設のぞみの園

沿
革

心身障害者福祉協会

土地

建物

構築物

未収入金

立木竹

その他

資産の内訳

-1.5

-1.0

-0.5

0.0

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
繰越欠損金

- -
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15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務
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一般管理費の割合の推移%
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47 労働政策研究・研修機構

目
的

厚生労働省（政策統括官）

第1期 15年10月1日～19年3月31日
第2期 19年 4月1日～24年3月31日

↓ ↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

主 務 省

中期目標期間

財務デ ータ
7,841百万円 6,360百万円 6,360百万円

沿
革

日本労働研究機構 厚生労働省労働研修所

15.10 独立行政法人労働政策研究・研修機構

内外の労働に関する事情及び労働政策についての総合的な調査及び研究等並びにその成果の普及を行
うとともに、その成果を活用して厚生労働省の労働に関する事務を担当する職員その他の関係者に対す
る研修を行うことにより、我が国の労働政策の立案及びその効果的かつ効率的な推進に寄与し、もって
労働者の福祉の増進と経済の発展に資すること

一般勘定 1,699,431,378 5,499,652,494

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

一般

勘定
労災勘定 雇用勘定

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

- -

土地
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現金及び預金
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工具器具備品
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資産の内訳
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【一般勘定】

国民又は国民生活全般に関わる研究及び労使関係に係る研究並びに労働行政全般に係る基礎的な研修に関
する経理を行う勘定

投資有価証券

現金及び預金

建物

その他

資産の内訳
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億円 運営費交付金債務
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一般管理費の割合の推移%

- -

【労災勘定】

適正な労働条件の確保を図るための施策に係る研究及び労働基準行政に係る研修に関する経理を行う勘定

土地

建物

現金及び預金

その他

資産の内訳

0

1

2

3

4

15年度 16年度 17年度 18年度

千万円 運営費交付金債務

-1

0

1

2

3

4

15年度 16年度 17年度 18年度

千万円
利益剰余金又は繰越欠損金

0

20

40

60

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -358



【雇用勘定】

雇用保険被保険者の雇用の安定を図るための施策に係る研究及び職業安定行政に係る研修に関する経理を
行う勘定

土地

建物

現金及び預金

工具器具備品
その他

資産の内訳

0

2

4

6

8

15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

-2

0

2

4

6

8

15年度 16年度 17年度 18年度

億円 利益剰余金又は繰越欠損金

0

10

20

30

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -- -359



48 雇用・能力開発機構

目
的

厚生労働省（職業能力開発局）

第1期 16年3月1日～19年3月31日
第2期 19年4月1日～24年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

労働者の有する能力の有効な発揮及び職業生活の充実を図るため、雇用管理の改善に対する援助、公
共職業能力開発施設の設置及び運営等の業務を行うとともに、勤労者の計画的な財産形成の促進の業務
を行うことにより、良好な雇用の機会の創出その他の雇用開発、職業能力の開発及び向上並びに勤労者
の生活の安定を図り、もって労働者の雇用の安定その他福祉の増進と経済の発展に寄与すること

主 務 省

中期目標期間

財務デ ータ
1,737,635百万円 787,109百万円 786,767百万円

雇用・能力開発機構

独立行政法人
雇用・能力開発機構

沿
革

16.3

一般勘定 905,890,161,839 483,571,965,652

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

一般勘定 財形勘定 宿舎等勘定

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

- -

財形融資

貸付金

建物

土地

現金及び預金

財形融資

資金貸付金 その他

資産の内訳

0

50
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150

200

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
運営費交付金債務

-300

-200

-100

0
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15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金又は繰越欠損金
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40

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -360



【一般勘定】

雇用管理の改善に対する援助、公共職業能力施設の運営等、介護労働者の福祉の増進に係る事業、雇用促
進融資に係る債権の管理及び回収等に関する経理を行う勘定

建物

現金及び

預金

土地

機械装置

構築物

その他 資産の内訳

0

50

100

150

200

15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

0

50

100

150

200

250

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

0

10

20

30

40

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -

【財形勘定】

勤労者の計画的な財産形成を促進するため、財産形成持家資金等の貸付け等の事業に関する経理を行う勘
定

財形融資

貸付金

財形融資

資金貸付金

現金及び預金
その他

資産の内訳

0

1

2

3

4

5

15年度 16年度 17年度 18年度

千万円 運営費交付金債務

-500

-400

-300

-200

-100

0

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
繰越欠損金

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -361



【宿舎等勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、宿舎等業務収益である。

移転就職者のための宿舎の譲渡又は廃止及びそれまでの間の運営等に関する経理を行う勘定

土地

建物

現金及び預金

構築物 その他

資産の内訳

0

50

100

150

200

250

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

0

1

2

3

4

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -- -362



49 労働者健康福祉機構

目
的

厚生労働省（労働基準局）

第1期 16年4月1日～21年3月31日

↓（業務の一部）

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

療養施設、健康診断施設及び労働者の健康に関する業務を行う者に対して研修、情報の提供、相談そ
の他の援助を行うための施設の設置及び運営等を行うことにより労働者の業務上の負傷又は疾病に関す
る療養の向上及び労働者の健康の保持増進に関する措置の適切かつ有効な実施を図るとともに、未払賃
金の立替払事業等を行い、もって労働者の福祉の増進に寄与すること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

444,188百万円 153,713百万円 153,713百万円

労働福祉事業団

16.4
独立行政法人

労働者健康福祉機構

沿
革

建物

現金及び

預金

土地

医業未収金

器具・備品 その他

資産の内訳

-300

-250

-200

-150

-100

-50

0
億円

繰越欠損金

- -

0

2

4

6

8

10

12

16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

300

16年度 17年度 18年度

0.0

0.5

1.0

1.5

16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -363



50 国立病院機構

目
的

厚生労働省 (医政局)

第1期 16年4月1日～21年3月31日

↓ ↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）
1,151,868百万円 143,758百万円 143,758百万円

独立行政法人
国立病院機構

沿
革

16.4

医療の提供、医療に関する調査及び研究並びに技術者の研修等の業務を行うことにより、国民の健康
に重大な影響のある疾病に関する医療その他の医療であって、国の医療政策として機構が担うべきもの
の向上を図り、もって公衆衛生の向上及び増進に寄与すること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

厚生労働省
国立病院

厚生労働省
国立療養所

土地

建物

現金及び預金

医業未収金

医療用器械

備品
その他

資産の内訳

-20

0

20

40

60

80

16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金又は繰越欠損金

- -

0
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4
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6

16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

16年度 17年度 18年度

0

2
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6

8

16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -364



51 医薬品医療機器総合機構

目
的

厚生労働省（医薬食品局）

第1期 16年4月1日～21年3月31日

↓ ↓（業務の一部） ↓（業務の一部）

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

医薬品の副作用又は生物由来製品を介した感染等による健康被害の迅速な救済を図り、並びに医薬品
等の品質、有効性及び安全性の向上に資する審査等の業務を行い、もって国民保健の向上に資すること

主 務 省

中期目標期間

財務デ ータ
26,876百万円 1,179百万円 1,179百万円

沿
革

財団法人
医療機器センター

厚生労働省
国立医薬品食品

衛生研究所

医薬品副作用
被害救済・研究
振興調査機構

16.4 独立行政法人医薬品医療機器総合機構

副作用救済勘定 1,555,737,766 6,757,734,041 158,418,974173,915,530

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

副作用救済勘定

感染救済勘定

審査等勘定

受託・貸付勘定

受託給付勘定

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

- -

投資有価証券

現金及び預金

長期財政融資

資金預託金

その他

資産の内訳
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億円
運営費交付金債務
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一般管理費の割合の推移%

- -365



【副作用救済勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、拠出金収入である。

医薬品の副作用による疾病、障害、死亡に係る救済給付、保健福祉事業、拠出金の徴収に関する経理を行
う勘定

投資有価証券

長期財政融資

資金預託金

1年以内回収

予定長期財政

融資資金

預託金

その他

資産の内訳

0

10
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40

16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

0
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16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -

【感染救済勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、拠出金収入である。

生物由来製品を介した感染等による疾病、障害、死亡に係る救済給付、保健福祉事業、拠出金の徴収に関
する経理を行う勘定

投資有価証券

現金及び預金

ソフトウェア その他

資産の内訳
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億円
利益剰余金

0
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16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -366



【審査等勘定】

薬事法（昭和35年法律第145号）に基づく医薬品や医療機器等の承認審査等、医薬品や医療機器等の品
質、有効性及び安全性に関する情報の収集・解析及び情報提供等に関する経理を行う勘定

現金及び預金ソフトウェア

仕掛審査

等費用

その他
資産の内訳
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8

16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務
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一般管理費の割合の推移%

- -

【受託・貸付勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、受託業務収入である。

スモン健康被害者に係る救済給付に関する経理を行う勘定

未収金

現金及び預金

その他

資産の内訳

5.5

6.0

6.5

7.0

7.5

8.0

16年度 17年度 18年度

百万円
利益剰余金

0.0

0.5

1.0

16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -367



【受託給付勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、受託業務収入である。

エイズ健康被害者に係る救済給付に関する経理を行う勘定

現金及び預金

ソフトウェア その他
資産の内訳

0
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16年度 17年度 18年度

百万円
利益剰余金
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一般管理費の割合の推移%

- -

【特定救済勘定】

19年度に設置された勘定であるため財務指標を示していない。

Ｃ型肝炎感染被害者に係る救済給付に関する経理を行う勘定

- -368



52 医薬基盤研究所

目
的

厚生労働省（大臣官房）

第1期 17年4月1日～22年3月31日

（365ページ参照）
↓(業務の一部） ↓(業務の一部）

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

独立行政法人
医薬品医療機器総合機構

↓(業務の一部）
沿
革

医薬品技術及び医療機器等技術に関し、医薬品及び医療機器等並びに薬用植物その他の生物資源の開
発に資することとなる共通的な研究、民間等において行われる研究及び開発の振興等の業務を行うこと
により、医薬品技術及び医療機器等技術の向上のための基盤の整備を図り、もって国民保健の向上に資
すること

主 務 省

中期目標期間

財務デ ータ
27,260百万円 54,489百万円 54,489百万円

17.4

厚生労働省
国立医薬品食品

衛生研究所

厚生労働省
国立感染症研究所

独立行政法人医薬基盤研究所

16.4

開発振興勘定 297,191,613 5,721,897,220

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

開発振興勘定

研究振興勘定

承継勘定

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

- -

建物

土地

投資有価証券

長期性預金

工具器具備品

その他

資産の内訳
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6.6

6.8

7.0

17年度 18年度

億円
運営費交付金債務
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17年度 18年度

億円
繰越欠損金
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17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -369



【開発振興勘定】

医薬品技術及び医療機器等技術に関し、医薬品及び医療機器等並びに薬用植物その他の生物資源の開発に
資することとなる共通的な研究、民間等において行われる研究及び開発の振興等の業務に関する経理を行う
勘定

建物

土地

長期性預金

工具器具備品

現金及び預金

その他
資産の内訳

6.2

6.4

6.6

6.8

7.0

億円 運営費交付金債務

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

17年度 18年度

億円
利益剰余金

0
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4

5
一般管理費の割合の推移%

- -

【研究振興勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、有価証券利息である。

医薬品・医療機器の実用化段階の研究をベンチャー企業等に研究委託する業務に関する経理を行う勘定

17年度 18年度17年度 18年度

投資有価証券

長期性預金

現金及び預金

その他
資産の内訳

-40

-30

-20

-10

0

17年度 18年度

億円
繰越欠損金

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -370



【承継勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、受取利息である。

医薬品医療機器総合機構から承継した株式の処分及び債権の管理・回収の業務に関する経理を行う勘定

投資有価証券

長期財政融資

資金預託金

1年以内回収

予定長期財政

融資資金

預託金

その他

資産の内訳

-260

-258

-256
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-250

17年度 18年度

億円
繰越欠損金
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17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -- -371



53 年金・健康保険福祉施設整理機構

目
的

厚生労働省（社会保険庁）

第1期 17年10月1日～22年9月30日

(注) 厚生労働省が管理運営する年金福祉施設等を整理するために設立された。

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

年金福祉施設等の譲渡又は廃止等の業務を行うことにより、年金福祉施設等の整理を図り、もって厚
生年金保険事業、国民年金事業及び政府が管掌する健康保険事業の適切な財政運営に資すること

主 務 省

中期目標期間

財務デ ータ
202,277百万円 179,240百万円 179,240百万円

17.10沿
革

独立行政法人
年金・健康保険福祉施設整理機構

現金及び預金

建物 その他

資産の内訳

150

億円
利益剰余金

厚生年金勘定 32,913,481,372 32,234,797,022

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

厚生年金勘定 国民年金勘定 健康保険勘定

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

- -

本法人は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、販売用不動産売却高である。

販売用不動産

0

50

100

17年度 18年度

0

1

2

3

4

5

17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -372



【厚生年金勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、販売用不動産売却高である。

厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）の事業の用に供する施設であって、厚生労働大臣が定めるもの
の譲渡又は廃止等の業務に関する経理を行う勘定

販売用不動産

現金及び預金

建物
その他

資産の内訳

0

50

100

150

17年度 18年度

億円
利益剰余金

0

1

2

3

4

17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -

【国民年金勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、販売用不動産売却高である。

国民年金法（昭和34年法律第141号）の事業の用に供する施設であって、厚生労働大臣が定めるものの譲
渡又は廃止等の業務に関する経理を行う勘定

販売用不動産

現金及び預金

建物
その他

資産の内訳

-5

0

5

10

15

20

17年度 18年度

億円
利益剰余金又は繰越欠損金

0

2

4

6

8

10

17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -373



【健康保険勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、販売用不動産売却高である。

健康保険法（大正11年法律第70号）の事業の用に供する施設であって、厚生労働大臣が定めるものの譲渡
又は廃止等の業務に関する経理を行う勘定

販売用不動産

現金及び預金

建物

その他

資産の内訳

-5

0

5

10

15

20

25

17年度 18年度

億円
利益剰余金又は繰越欠損金

0

5

10

15

20

17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -- -374



54 年金積立金管理運用

目
的

厚生労働省（年金局）

第1期 18年4月1日～22年3月31日

↓（業務の一部）

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）
財務デ ータ

114,552,961百万円 100百万円 100百万円

18年度に設立された法人であるため財務指標の
推移を示していない

厚生労働大臣から寄託された年金積立金の管理及び運用を行うとともに、その収益を国庫に納付する
ことにより、厚生年金保険事業及び国民年金事業の運営の安定に資すること

主 務 省

中期目標期間

沿
革

年金資金運用基金

18.4
年金積立金管理運用

独立行政法人

土地

建物
その他

資産の内訳

厚生年金勘定 6,607,845,950,632 134,377,711,353,531 24,841,081,412,679

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

厚生年金勘定

国民年金勘定

総合勘定
承継資金

運用勘定

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

- -

利益剰余金
一般管理費の割合

本法人は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、資産運用収益である。

【厚生年金勘定】

利益剰余金
一般管理費の割合

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、総合勘定分配金収入である。

推移を示していない。
なお、18年度については以下のとおりである。

12,095,479百万円
0%

10,269,672百万円
0.3%

18年度に設立された法人であるため財務指標の
推移を示していない。

厚生保険特別会計の年金勘定に係る積立金から寄託された資金の管理業務に関する経理を行う勘定

なお、18年度については以下のとおりである。

総合勘定

繰入金

未収金

資産の内訳

金銭等の信託

金銭等の信託

（投資その他

の資産）

土地

- -375



【国民年金勘定】

利益剰余金
一般管理費の割合

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、総合勘定分配金収入である。

【総合勘定】

利益剰余金
一般管理費の割合

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない

0%

18年度に設立された法人であるため財務指標の

18年度に設立された法人であるため財務指標の
推移を示していない。

793,800百万円

厚生年金勘定、国民年金勘定及び承継資金運用勘定から受け入れた資金の管理及び運用業務に関する経理
を行う勘定

推移を示していない。

0円

なお、18年度については以下のとおりである。

2.3%

国民年金特別会計の国民年金勘定に係る積立金から寄託された資金の管理業務に関する経理を行う勘定

なお、18年度については以下のとおりである。

総合勘定

繰入金

未収金

資産の内訳

金銭等の信託

（投資その他

の資産）

承継資金運用

勘定融通資金

土地

建物

その他

資産の内訳

- -

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、資産運用収益である。

【承継資金運用勘定】

繰越欠損金
一般管理費の割合

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、総合勘定分配金収入である。

厚生年金保険事業及び国民年金事業の財政基盤の強化に資するなどのため、年金福祉事業団が政府から調
達した資金の管理及び運用業務に関する経理を行う勘定

なお、18年度については以下のとおりである。

2,619,607百万円
0%

18年度に設立された法人であるため財務指標の
推移を示していない。

金銭等の信託

の資産）

総合勘定

繰入金

未収金

資産の内訳

- -376



55 農林水産消費安全技術センター

目
的

農林水産省（消費・安全局）

第1期 13年4月1日～18年3月31日
第2期 18年4月1日～23年3月31日

↓ ↓

↓ ↓

独立行政法人農林水産消費安全技術センター

↓

独立行政法人
肥飼料検査所

13.4
独立行政法人
農薬検査所

13.4

中期目標期間
(注) 本法人は19年4月に統合された法人であるため、統合前については農林水産消費技術センターの中期目標期

間を示している。

19年度に統合された法人であるため財務指標を示していない。

一般消費者の利益の保護に資するため、農林水産物、飲食料品及び油脂の品質及び表示に関する調査
及び分析、日本農林規格又は農林物資の品質に関する表示の基準が定められた農林物資の検査等を行う
ことにより、これらの物資の品質及び表示の適正化を図るとともに、肥料、農薬、飼料及び飼料添加物
並びに土壌改良資材の検査等を行うことにより、これらの資材の品質の適正化及び安全性の確保を図る
こと

主 務 省

沿
革

農林水産省
農林水産消費
技術センター

農林水産省
肥飼料検査所

農林水産省
農薬検査所

13.4
独立行政法人
農林水産消費
技術センター

19.4

↓

- -377



56 種苗管理センター

目
的

農林水産省（生産局）

第1期 13年4月1日～18年3月31日
第2期 18年4月1日～23年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

農林水産植物の品種登録に係る栽培試験、農作物の種苗の検査、ばれいしょ及びさとうきびの増殖に
必要な種苗の生産及び配布等を行うことにより、適正な農林水産植物の品種登録の実施及び優良な種苗
の流通の確保を図ること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

10,743百万円 9,701百万円 9,701百万円

農林水産省
種苗管理センター

13.4
独立行政法人

種苗管理センター

沿
革

土地

建物

構築物

現金及び預金

機械及び装置 その他

資産の内訳

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

- -

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

0

10

20

30

40

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -378



57 家畜改良センター

目
的

農林水産省（生産局）

第1期 13年4月1日～18年3月31日
第2期 18年4月1日～23年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

家畜の改良及び増殖並びに飼養管理の改善、飼料作物の増殖に必要な種苗の生産及び配布等を行うこ
とにより、優良な家畜の普及及び飼料作物の優良な種苗の供給の確保を図ること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

48,806百万円 48,227百万円 48,227百万円

農林水産省
家畜改良センター

13.4
独立行政法人

家畜改良センター

沿
革

土地

建物

構築物

林木

現金及び預金
その他

資産の内訳

0

5

10

15

20

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

- -

0
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13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務
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13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -379



58 水産大学校

目
的

農林水産省（水産庁）

第1期 13年4月1日～18年3月31日
第2期 18年4月1日～23年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

水産に関する学理及び技術の教授及び研究を行うことにより、水産業を担う人材の育成を図ること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

14,489百万円 9,458百万円 9,458百万円

農林水産省水産庁
水産大学校

13.4 独立行政法人水産大学校

沿
革

建設仮勘定

建物

土地

現金及び預金

構築物

その他

資産の内訳

0

2

4

6

8

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

- -

0

2

4

6

8

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

0

5

10

15

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -380



59 農業・食品産業技術総合研究機構

目
的

農林水産省（農林水産技術会議事務局）

第1期 13年4月1日～18年3月31日
第2期 18年4月1日～23年3月31日

農林水産省
農業研究センター

農林水産省
果樹試験場

農林水産省
野菜・茶業試験場

農林水産省
家畜衛生試験場

農林水産省
農業者大学校

独立行政法人
食品総合研究所

独立行政法人
農業者大学校

農林水産省
食品総合研究所

13.4

主 務 省

独立行政法人
農業技術研究機構

13.4
独立行政法人

農業工学研究所

沿
革

生物系特定産業技
術研究推進機構

農林水産省
農業工学研究所

中期目標期間

農林水産省
農業試験場

農林水産省
畜産試験場

農林水産省
草地試験場

(注) 本法人は18年4月に統合された法人であるため、統合前については農業・生物系特定産業技術研究機構
（15年10月以前は農業技術研究機構）の中期目標期間を示している。

① 農業及び食品産業に関する技術上の総合的な試験及び研究等を行うことにより、農業及び食品産業
に関する技術の向上に寄与するとともに、民間等において行われる生物系特定産業技術に関する試験
及び研究の促進に関する業務を行うことにより、生物系特定産業技術の高度化に資するほか、近代的
な農業経営に関する学理及び技術の教授を行うことにより、農業を担う人材の育成を図ること

② 農業機械化の促進に資するための農機具の改良に関する試験及び研究等の業務を行うこと

- -

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

18年度に統合された法人であるため財務指標の

繰越欠損金
一般管理費の割合

306,353百万円 314,750百万円 310,549百万円

独立行政法人
農業・食品産業技術総合研究機構

↓

↓

食品総合研究所 農業者大学校

財務デ ータ

推移を示していない。
なお、18年度については以下のとおりである。

25,442百万円
9.5%

運営費交付金債務 962百万円

農業技術研究機構

15.10

農業工学研究所

18.4

独立行政法人
農業・生物系特定産業技術研究機構

土地建物

構築物

工具器具備品

投資有価証券

その他 資産の内訳

農業技術研究業務勘定 3,148,053,987 8,243,380,600 15,290,545,337 2,834,571,270

84% 86% 88% 90% 92% 94% 96% 98% 100%

資産の勘定別構成比

農業技術研究業務勘定

基礎的研究業務勘定

民間研究促進

業務勘定

農業機械化

促進業務勘定

特例業務勘定

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

- -381



【農業技術研究業務勘定】

18年度に統合された法人であるため財務指標の

利益剰余金
一般管理費の割合

【基礎的研究業務勘定】

18年度に統合された法人であるため財務指標の

利益剰余金
一般管理費の割合

1.2百万円

農業、食品産業技術の総合的な試験及び研究、近代的な農業経営に係る学理及び技術の教授等の業務に関
する経理を行う勘定

生物系特定産業技術に係る基礎的研究、新しい産業を創出するための研究開発等を、提案公募により他の
研究機関に委託して実施し、その成果を普及する業務に関する経理を行う勘定

運営費交付金債務 782百万円

推移を示していない。
なお、18年度については以下のとおりである。

1.7%
運営費交付金債務 58百万円

推移を示していない。
なお、18年度については以下のとおりである。

1,933百万円
10.2%

土地

建物

構築物

工具器具備品

現金及び預金

その他

資産の内訳

有価証券

現金及び預金

その他

資産の内訳

- -

【民間研究促進業務勘定】

18年度に統合された法人であるため財務指標の

繰越欠損金
一般管理費の割合

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、有価証券利息である。

推移を示していない。
なお、18年度については以下のとおりである。

89百万円
28.5%

運営費交付金債務 58百万円

生物系特定産業技術に係る実用化のための試験研究を、提案公募により企業等に委託して実施し、その成
果を普及する業務等に関する経理を行う勘定

工具器具備品

投資有価証券

有価証券

預託金

建物
その他

資産の内訳

- -382



【農業機械化促進業務勘定】

18年度に統合された法人であるため財務指標の

利益剰余金
一般管理費の割合

【特例業務勘定】

18年度に統合された法人であるため財務指標の

繰越欠損金
一般管理費の割合

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない

推移を示していない。
なお、18年度については以下のとおりである。

29百万円
15.6%

推移を示していない。
なお、18年度については以下のとおりである。

17年度まで実施された出資事業における株式の処分及び融資事業における債権の管理、回収等の業務に関
する経理を行う勘定

運営費交付金債務 121百万円

27,318百万円
1.4%

農業機械化の促進に資するための農機具の改良に係る試験及び研究等の業務に関する経理を行う勘定

土地建物

構築物

関係会社株式

工具器具備品

その他

資産の内訳

投資有価証券

関係会社株式

その他

資産の内訳

- -

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、関係会社株式評価損戻入である。

投資有価証券

1年以内

回収予定

長期貸付金

- -383



60 農業生物資源研究所

農林水産省（農林水産技術会議事務局）

第1期 13年4月1日～18年3月31日
第2期 18年4月1日～23年3月31日

↓ ↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）
43,402百万円 40,319百万円 40,319百万円

沿
革

農林水産省
蚕糸・昆虫農業技術研究所

農林水産省
農業生物資源研究所

13.4 独立行政法人農業生物資源研究所

目
的

生物資源の農業上の開発及び利用に関する技術上の基礎的な調査及び研究、昆虫その他の無脊椎
せきつい

動物
の農業上の利用に関する技術上の試験及び研究等を行うことにより、生物の農業上の利用に関する技術
の向上に寄与すること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

土地
建物

機械及び装置

構築物

現金預金

その他

資産の内訳

0

5

10

15

20

億円
利益剰余金

- -

0

1

2

3

4

5

6

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

0

2

4

6

8

10

12

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -384



61 農業環境技術研究所

目
的

農林水産省（農林水産技術会議事務局）

第1期 13年4月1日～18年3月31日
第2期 18年4月1日～23年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

農業生産の対象となる生物の生育環境に関する技術上の基礎的な調査及び研究等を行うことにより、
その生育環境の保全及び改善に関する技術の向上に寄与すること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

35,079百万円 34,353百万円 34,353百万円

沿
革

農林水産省
農業環境技術研究所

13.4
独立行政法人

農業環境技術研究所

土地

建物

構築物

工具器具備品
その他

資産の内訳

0

2

4

6

8

10

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

- -

0

1

2

3

4

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

0

5

10

15

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -385



62 国際農林水産業研究センター

目
的

農林水産省（農林水産技術会議事務局）

第1期 13年4月1日～18年3月31日
第2期 18年4月1日～23年3月31日

(注) 20年4月に緑資源機構が廃止されたことに伴い、業務の一部を承継している。

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

熱帯又は亜熱帯に属する地域その他開発途上にある海外の地域における農林水産業に関する技術上の
試験及び研究等を行うことにより、これらの地域における農林水産業に関する技術の向上に寄与するこ
と

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

9,139百万円 8,470百万円 8,470百万円

農林水産省
国際農林水産業研究センター

独立行政法人
国際農林水産業研究センター

13.4

↓沿
革

土地

建物

工具器具備品

構築物

現金及び預金
その他

資産の内訳

1

2

3

4

億円
利益剰余金

- -

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

0

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

0

5

10

15

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -386



63 森林総合研究所

目
的

農林水産省（林野庁）

第1期 13年4月1日～18年3月31日
第2期 18年4月1日～23年3月31日

↓ ↓

↓ ↓

(注) 20年4月に緑資源機構が廃止されたことに伴い、業務の一部を承継している。

19年度に統合された法人であるため財務指標を示していない。

19.4 独立行政法人森林総合研究所

農林水産省林野庁
森林総合研究所

農林水産省林野庁
林木育種センター

13.4
独立行政法人

森林総合研究所
13.4

独立行政法人
林木育種センター

(注) 本法人は19年4月に統合された法人であるため、統合前については森林総合研究所の中期目標期間を示して
いる。

森林及び林業に関する総合的な試験及び研究、林木の優良な種苗の生産及び配布等を行うことによ
り、森林の保続培養を図るとともに、林業に関する技術の向上に寄与すること

主 務 省

沿
革

中期目標期間

- -- -387



64 水産総合研究センター

目
的

農林水産省（水産庁）

第1期 13年4月1日～18年3月31日
第2期 18年4月1日～23年3月31日

↓ ↓ ↓ ↓

13.4

↓ ↓ ↓（業務の一部）

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

① 水産に関する技術の向上に寄与するための総合的な試験及び研究等を行うとともに、さけ類及びま
す類のふ化及び放流を行うこと

② 海洋水産資源の開発及び利用の合理化のための調査等を行うこと

主 務 省

中期目標期間

15.10

18.4

(注) 本法人は18年4月に統合された法人であるため、第1期については統合前の水産総合研究センターの中期目標
期間を示している。

独立行政法人
水産総合研究センター

独立行政法人
水産総合研究センター

社団法人
日本栽培
漁業協会

海洋水産
資源開発
センター

↓

沿
革 13.4

農林水産
省水産庁
水産工学
研究所

農林水産
省水産庁
水産研究
所(７か

所)

農林水産
省水産庁
養殖研究

所

独立行政法人
水産総合研究センター

独立行政法人
さけ・ます資源管

理センター

農林水産省水産庁
さけ・ます資源管

理センター

- -

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）
64,083百万円 60,195百万円 60,195百万円

利益剰余金 465百万円
一般管理費の割合 8.1%
運営費交付金債務 968百万円

財務デ ータ

18年度に統合された法人であるため財務指標の
推移を示していない。

なお、18年度については以下のとおりである。

建物

土地

船舶

構築物

現金及び預金
その他

資産の内訳

試験研究・技術開発勘定 3,489,581,919

91% 92% 93% 94% 95% 96% 97% 98% 99% 100%

資産の勘定別構成比

試験研究・技術開発勘定

海洋水産資源開発勘定

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

- -388



【試験研究・技術開発勘定】

利益剰余金 465百万円
一般管理費の割合 9.1%
運営費交付金債務 613百万円

【海洋水産資源開発勘定】

利益剰余金 0円
一般管理費の割合 3.5%
運営費交付金債務 354百万円

水産に関する技術の向上に寄与するための総合的な試験・研究等、さけ類及びます類のふ化及び放流を行
うための業務に関する経理を行う勘定

海洋の新漁場における漁業生産の企業化のための調査、海洋水産資源の開発及び利用の合理化のための調
査等に関する経理を行う勘定

18年度に統合された法人であるため財務指標の

18年度に統合された法人であるため財務指標の
推移を示していない。

なお、18年度については以下のとおりである。

推移を示していない。
なお、18年度については以下のとおりである。

建物

土地

船舶

構築物

工具器具備品

その他
資産の内訳

投資有価証券
有価証券

建物 その他

資産の内訳

- -

運営費交付金債務 354百万円

現金及び預金

- -389



65 農畜産業振興機構

目
的

農林水産省（生産局）

第1期 15年10月1日～20年3月31日
第2期 20年 4月1日～25年3月31日

↓ ↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

15.10

沿
革

野菜供給安定基金

独立行政法人農畜産業振興機構

主要な畜産物の価格の安定、主要な野菜の生産及び出荷の安定並びに砂糖及びでん粉の価格調整に必
要な業務を行うとともに、畜産業及び野菜農業の振興に資するための事業についてその経費を補助する
業務を行うほか、併せて生糸の輸入に係る調整等に必要な業務を行い、もって農畜産業及びその関連産
業の健全な発展並びに国民消費生活の安定に寄与すること
(注) 生糸の輸入に係る調整等に必要な業務については、生糸の輸入に係る調整等に関する法律を廃止する法律（平成20年法律

第12号）により20年4月に廃止されている。

主 務 省

中期目標期間

財務デ ータ
363,917百万円 35,989百万円 35,989百万円

農畜産業振興事業団

畜産勘定 94,976,319,604 2,757,604,7875,727,133,29330,506,781,209797,826,706386,153,044

資産の勘定別構成比

畜産勘定 野菜勘定

砂糖勘定

生糸勘定

補給金等勘定

肉用子牛勘定

債務保証勘定

資産の勘定別構成比

- -

現金及び預金
投資有価証券

有価証券

土地

建物

その他

資産の内訳

0

2

4

6

8

10

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
運営費交付金債務

-700

-600

-500

-400

-300

-200

-100

0

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
繰越欠損金

0

1

2

3

4

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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【畜産勘定】

国内産の指定食肉の売買保管業務等並びに国内産牛乳の学校給食用供給事業に対する補助業務及び畜産業
振興事業に対する補助業務等に関する経理を行う勘定

現金及び預金

投資有

価証券

関係会社株式

土地

建物

その他

資産の内訳

0

1

2

3

4

5

6

15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

40.5

41.0

41.5

42.0

42.5

43.0

43.5

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

0

1

2

3

4

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -

【野菜勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、野菜生産出荷安定資金戻入益である。

指定野菜生産者補給交付金及び契約指定野菜生産者補給交付金の交付業務等並びに野菜農業振興事業に対
する補助業務等に関する経理を行う勘定

投資有価証券

有価

証券

現金及び預金

建物
その他

資産の内訳

0.0

0.5

1.0

1.5

15年度 16年度 17年度 18年度

億
利益剰余金

0

1

2

3

4

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -391



【砂糖勘定】

輸入に係る指定糖及び異性化糖等の売買業務、国内産糖交付金の交付業務及び砂糖生産振興事業に対する
補助業務等に関する経理を行う勘定

現金及び預金未収金

建物

土地

敷金保証金

その他

資産の内訳

0

1

2

3

15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

-1,000

-800

-600

-400

-200

0

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
繰越欠損金

0

1

2

3

4

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -

【生糸勘定】

(注) 本勘定は20年4月で廃止されている。

輸入生糸の売買保管業務及び蚕糸業振興事業に対する補助業務等に関する経理を行う勘定

投資有価証券

現金及び預金

有価証券

土地

建物

その他

資産の内訳

-150

-100

-50

0

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
繰越欠損金

0

1

2

3

4

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

- -392



【補給金等勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、指定生乳生産者団体補給交付金戻

入益である。

加工原料乳についての生産者補給交付金の交付業務及び輸入乳製品の売買保管業務に関する経理を行う勘
定

現金及び預金

その他

資産の内訳

245

250

255

260

265

270

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

0

1

2

3

4

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -

【肉用子牛勘定】

肉用子牛についての生産者補給交付金及び生産者積立助成金の交付業務に関する経理を行う勘定

その他の

流動資産

投資有価証券

工具器具備品

その他

資産の内訳

-5

0
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10

15

20

25

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金又は繰越欠損金

0

1
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3

4

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

0

1
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3

4

15年度 16年度 17年度 18年度

千万円 運営費交付金債務
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【債務保証勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、受取利息である。

農畜産業振興事業団が乳業者等の借入金に対して行った債務保証契約に係る業務に関する経理を行う勘定

0

2

4

6

8

10

12

14

15年度 16年度 17年度 18年度

百万円
利益剰余金

投資有価証券

現金及び預金

その他

資産の内訳

0

20

40

60

80

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -

【でん粉勘定】

輸入に係る指定でん粉等の売買業務、でん粉原料用いも交付金及び国内産いもでん粉交付金の交付業務等
に関する経理を行う勘定

19年度に設置された勘定であるため財務指標を示していない。

(注) 本勘定は19年度に設置された勘定である。

- -394



66 農業者年金基金

目
的

農林水産省（経営局）

第1期 15年10月1日～20年3月31日
第2期 20年 4月1日～25年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

農業者の老齢について必要な年金等の給付の事業を行うことにより、国民年金の給付と相まって農業
者の老後の生活の安定及び福祉の向上を図るとともに、農業者の確保に資すること

主 務 省

中期目標期間

財務デ ータ
453,397百万円 0円 0円

農業者年金基金

15.10
独立行政法人

農業者年金基金

沿
革

土地
建物 その他

資産の内訳
億円

利益剰余金

特例付加年金勘定92,014,097,708 348,980,909,508 4,710,984,246

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比
特例付加年金勘定

農業者老齢年金等勘定 旧年金勘定

農地売買貸借等勘定

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

- -

未収財源措置

予定額

金銭信託

投資有価証券

建物 その他
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8

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
運営費交付金債務
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億円

0.0
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1.0

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -395



【特例付加年金勘定】

農業者年金事業のうち特例付加年金に係るもの及びこれらに附帯する業務に関する経理を行う勘定

金銭信託投資有価証券

未収入金

建物 その他
資産の内訳

0

1

2

3

15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

0

1

2

3

15年度 16年度 17年度 18年度

百万円
利益剰余金

0

1

2

3

4

5

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -

【農業者老齢年金等勘定】

農業者年金事業（特例付加年金に係るものを除く。）及びこれらに附帯する業務に関する経理を行う勘定

金銭信託

投資有価証券

未収保険料

建物

その他
資産の内訳

0

1

2

3

15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

0

1

2

3

4

15年度 16年度 17年度 18年度

百万円
利益剰余金

0.0

0.5

1.0

1.5

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -396



【旧年金勘定】

旧制度の農業者年金給付及びこれらに附帯する業務に関する経理を行う勘定

未収財源措置

予定額

農地売買貸借

等勘定貸付金

土地 建物

その他
資産の内訳

0

1

2

3

15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

0

20
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15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

0.0
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1.0

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -

【農地売買貸借等勘定】

農地等及びその附帯施設の買入・売渡、借受・貸付及び取得に必要な資金の貸付け並びにこれらに附帯す
る業務に関する経理を行う勘定

農地等取得

資金貸付金

農地等割賦

売渡債権

現金及び預金

土地 建物
その他

資産の内訳

0

1

2

3

4

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

0
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10

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%
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15年度 16年度 17年度 18年度

千万円 運営費交付金債務

- -397



67 農林漁業信用基金

目
的

財務省（大臣官房）、農林水産省（経営局、林野庁、水産庁）

第1期 15年10月1日～20年3月31日
第2期 20年 4月1日～25年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

独立行政法人
農林漁業信用基金

沿
革

① 農業信用基金協会が行う農業近代化資金等に係る債務の保証、漁業信用基金協会が行う漁業近代化
資金等に係る債務の保証等につき保険を行うこと、農業信用基金協会及び漁業信用基金協会の業務に
必要な資金を融通すること並びに林業者等の融資機関からの林業（林業種苗生産業及び木材製造業を
含む。）の経営の改善に必要な資金の借入れ等に係る債務を保証することにより、農林漁業経営等に
必要な資金の融通を円滑にし、もって農林漁業の健全な発展に資すること

② 農業共済団体等が行う保険事業等に係る保険金等の支払に関して必要とする資金の貸付け等の業務
を行い、及び漁業共済団体が行う漁業共済事業等に係る共済金等の支払に関して必要とする資金の貸
付け等の業務を行うこと

中期目標期間

財務デ ータ
298,457百万円 205,236百万円 170,137百万円

主 務 省

農林漁業信用基金

15.10

農業信用保険勘定 110,162,794,075 70,333,886,139 8,208,445,1297,628,741,537

資産の勘定別構成比

農業信用保険勘定 林業信用保証勘定 漁業信用保険勘定

農業災害補償関係勘定
資産の勘定別構成比

- -

投資有価証券

短期貸付金

有価証券

土地

建物

その他

資産の内訳
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百万円
運営費交付金債務
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利益剰余金
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一般管理費の割合の推移%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

漁業災害補償関係勘定

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

- -398



【農業信用保険勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、保険料収入である。

農業信用基金協会が行う農業近代化資金等に係る債務の保証等に対する保険及び農業信用基金協会の業務
に必要な資金の貸付けの業務に関する経理を行う勘定

短期貸付金

投資有価証券

有価証券

土地

建物 その他

資産の内訳
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一般管理費の割合の推移%

- -

【林業信用保証勘定】

林業者等の融資機関からの林業の経営の改善に必要な資金の借入れ等に係る債務に対する保証等の業務に
関する経理を行う勘定

短期保証債務

見返

寄託金
投資有価証券

土地

建物
その他

資産の内訳
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0

5

10

15

20

25

30

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

0

10

20

30

40

50

60

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -399



【漁業信用保険勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、回収金収入である。

漁業信用基金協会が行う漁業近代化資金等に係る債務の保証等に対する保険及び漁業信用基金協会の業務
に必要な資金の貸付けの業務に関する経理を行う勘定

投資有価証券

短期貸付金

長期貸付金

建物

その他

資産の内訳

-10
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一般管理費の割合の推移%

- -

【農業災害補償関係勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、有価証券利息である。

農業共済団体等が行う保険事業等に係る保険金等の支払に関して必要とする資金の貸付け等の業務に関す
る経理を行う勘定

投資有価証券

短期貸付金

有価証券

建物

その他

資産の内訳
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- -400



【漁業災害補償関係勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、貸付金利息である。

漁業共済団体が行う漁業共済事業等に係る共済金等の支払に関して必要とする資金の貸付け等の業務に関
する経理を行う勘定

短期貸付金

長期貸付金

建物
その他

資産の内訳
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68 緑資源機構

目
的

農林水産省（農村振興局、林野庁）

第1期 15年10月1日～20年3月31日

↓

(注) 本法人は20年4月に解散して、森林総合研究所及び国際農林水産研究センターに業務の一部を承継

している。

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

農林業の生産条件、森林資源及び農業資源の状況等からみてこれらの資源の保全及び利用を図ること
が必要と認められる地域において、豊富な森林資源を開発するために必要な林道の開設、改良等の事業
を行うとともに、水源をかん養するために必要な森林の造成に係る事業及びこれと一体として農用地、
土地改良施設等を整備する事業等を行い、もって農林業の振興と森林及び農用地の有する公益的機能の
維持増進に資すること

緑資源公団

15.10 独立行政法人緑資源機構

沿
革

主 務 省

中期目標期間

財務デ ータ
1,449,380百万円 667,030百万円 667,030百万円

造林勘定 522,282,654,555

資産の勘定別構成比

造林勘定 林道等勘定

資産の勘定別構成比

- -

本法人は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、資産見返補助金等戻入である。

水源林

林道建設

仮勘定

農用地整備

建設仮勘定

土地

建物

その他

資産の内訳
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- -402



【造林勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、国庫補助金等収益である。

森林所有者自らによる造林が困難な奥地水源地域において水源林造成をする業務及び中山間地域において
水源林造成と一体として森林を整備する業務に関する経理を行う勘定

水源林

土地

建物
その他

資産の内訳
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一般管理費の割合の推移%

- -

【林道等勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、資産見返補助金等戻入である。

森林整備に不可欠な林道網の骨格となる幹線林道の整備、中山間地域において水源林造成と一体として行
う農用地等の整備、農用地及び土地改良施設等の整備並びに海外における持続可能な農業農村開発に資する
調査等を実施する業務に関する経理を行う勘定

林道建設

仮勘定

農用地整備

建設仮勘定

農用地整備

割賦売掛金

土地

建物

その他

資産の内訳

0

10

20

30

40

50

60

15年度 16年度 17年度 18年度
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一般管理費の割合の推移%

- -403



69 経済産業研究所

目
的

経済産業省（経済産業政策局）

第1期 13年4月1日～18年3月31日
第2期 18年4月1日～23年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

内外の経済及び産業に関する事情並びに経済産業政策に関する基礎的な調査及び研究等を効率的かつ
効果的に行うとともに、その成果を活用することにより、我が国の経済産業政策の立案に寄与するとと
もに、広く一般の経済及び産業に関する知識と理解の増進を図り、もって経済及び産業の発展並びに鉱
物資源及びエネルギーの安定的かつ効率的な供給の確保に資すること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

442百万円 0円 0円

経済産業省
経済産業研究所

13.4
独立行政法人

経済産業研究所

沿
革

現金及び預金

建物

ソフトウェア

工具器具備品

その他

資産の内訳
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千万円
利益剰余金

- -
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一般管理費の割合の推移%

- -404



70 工業所有権情報・研修館

目
的

経済産業省（特許庁）

第1期 13年4月1日～18年3月31日
第2期 18年4月1日～23年3月31日

↓

↓(16.10名称変更)

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

発明、実用新案、意匠及び商標に関する公報、審査及び審判に関する文献その他の工業所有権に関す
る情報の収集、整理及び提供を行うとともに、特許庁の職員その他の工業所有権に関する業務に従事す
る者に対する研修を行うことなどにより、工業所有権の保護及び利用の促進を図ること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

5,760百万円 0円 0円

経済産業省特許庁
工業所有権総合情報館

13.4
独立行政法人

工業所有権総合情報館

独立行政法人
工業所有権情報・研修館

沿
革

現金及び預金

その他

資産の内訳

10

15

20

25

億円
利益剰余金

- -

現金及び預金
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億円 運営費交付金債務
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一般管理費の割合の推移%

- -405



71 日本貿易保険

目
的

経済産業省（貿易経済協力局）

第1期 13年4月1日～17年3月31日
第2期 17年4月1日～21年3月31日

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

対外取引において生ずる通常の保険によって救済することができない危険を保険する事業を効率的か
つ効果的に行うこと

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

377,995百万円 104,352百万円 104,352百万円

13.4

沿
革

経済産業省が直接実施してきた外国貿
易に関する保険業務

↓

独立行政法人日本貿易保険

有価証券

未収収益

保険代位

債権等

建物
その他

資産の内訳

0
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1,200

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

- -

本法人は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、保険引受収益である。
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一般管理費の割合の推移%

- -406



72 産業技術総合研究所

目
的

経済産業省（産業技術環境局）

第1期 13年4月1日～17年3月31日
第2期 17年4月1日～22年3月31日

↓ ↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

鉱工業の科学技術に関する研究及び開発等の業務を総合的に行うことにより、産業技術の向上及びそ
の成果の普及を図り、もって経済及び産業の発展並びに鉱物資源及びエネルギーの安定的かつ効率的な
供給の確保に資すること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

374,663百万円 286,086百万円 286,086百万円

沿
革

経済産業省
産業技術総合研究所

経済産業省計量教習所

独立行政法人産業技術総合研究所13.4

建物

土地

工具器具備品

機械及び装置

現金及び預金

その他
資産の内訳

0

50

100

150

200

250

億円
利益剰余金
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- -407



73 製品評価技術基盤機構

目
的

経済産業省（産業技術環境局）

第1期 13年4月1日～18年3月31日
第2期 18年4月1日～23年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

工業製品等に関する技術上の評価等を行うとともに、工業製品等の品質に関する情報の収集、評価、
整理及び提供等を行うことにより、工業製品等の品質の向上、安全性の確保及び取引の円滑化のための
技術的な基盤の整備を図り、もって経済及び産業の発展並びに鉱物資源及びエネルギーの安定的かつ効
率的な供給の確保に資すること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

20,351百万円 19,072百万円 19,072百万円

経済産業省
製品評価技術センター

13.4
独立行政法人

製品評価技術基盤機構

沿
革

建物

土地

工具器具備品

現金及び預金

未収金 その他

資産の内訳

2

4

6

8

10

億円
利益剰余金

- -

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

0

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

0

5

10

15

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -408



74 新エネルギー・産業技術総合開発機構

目
的

経済産業省（産業技術環境局、資源エネルギー庁)

第1期 15年10月1日～20年3月31日
第2期 20年 4月1日～25年3月31日

(注) 16年7月に産業基盤整備基金から業務の一部を承継している。

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

15.10
独立行政法人

新エネルギー・産業技術総合開発機構

① 石油代替エネルギーに関する技術、エネルギー使用合理化のための技術及び鉱工業の技術に関し、
民間の能力を活用して行う研究開発（研究及び開発をいう。）、民間において行われる研究開発の促
進、これらの技術の利用の促進等の業務を国際的に協調しつつ総合的に行うことにより、産業技術の
向上及びその企業化の促進を図り、もって内外の経済的社会的環境に応じたエネルギーの安定的かつ
効率的な供給の確保並びに経済及び産業の発展に資すること

② 気候変動に関する国際連合枠組条約の京都議定書（以下「京都議定書」という。）に規定する排出
削減単位の取得に通ずる行動に参加すること、認証された排出削減量の取得に参加すること及び排出
量取引に参加すること等により、我が国のエネルギーの利用及び産業活動に対する著しい制約を回避
しつつ京都議定書に基づく約束を履行することに寄与すること

主 務 省

中期目標期間

財務デ ータ
231,640百万円 143,711百万円 143,495百万円

沿
革

新エネルギー・産業技術総合開発機構

↓

資産の勘定別構成比

電源利用 石油及びエネルギ 需給 鉱工業

特定事業活動等

促進経過勘定
資産の勘定別構成比

- -

現金及び預金投資有価

証券

破産更生

債権等

土地

建物

その他

資産の内訳

0

100

200

300

400

500

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
運営費交付金債務

-600

-500

-400

-300

-200

-100

0

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
繰越欠損金

0

1

2

3

4

5

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

一般勘定 21,281,299,480 85,574,145,995 10,847,216,50820,387,655,590 64,393,759,558 683,282,266

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

一般勘定
電源利用

勘定

石油及びエネルギー 需給

構造高度化勘定

基盤技術研究促進勘定

鉱工業

承継勘定
石炭経過勘定

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

- -409



【一般勘定】

他の勘定に属さない業務に関する経理を行う勘定

現金及び預金

長期前渡金

未収金

建物

土地 その他
資産の内訳

0

20

40

60

80

100

120

15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

0

2

4

6

8

10

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

0

1

2

3

4

5

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -

【電源利用勘定】

発電に利用する技術の開発及び導入等の電源利用対策業務に関する経理を行う勘定

現金及び預金

未収金

建物

土地
その他

資産の内訳

0

20

40

60

80

100

120

140

15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

0
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4

6
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10
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15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

0
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4

6

8
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15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -410



【石油及びエネルギー需給構造高度化勘定】

石油代替エネルギーに関する技術の開発及び導入を行う業務、エネルギーの使用の合理化を促進するため
の技術の開発及び普及を行う業務等に関する経理を行う勘定

現金及び預金

未収金

長期前渡金

建物

土地 その他
資産の内訳

0

50

100

150

200

250

15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

0

5

10

15

20

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

0

1

2

3

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -

【基盤技術研究促進勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、研究開発資産売却収入である。

民間において行われる鉱工業基盤技術に関する試験研究を促進するための業務に関する経理を行う勘定

投資有価証券

有価証券

現金及び預金

建物
その他

資産の内訳

-500

-400

-300

-200

-100

0

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
繰越欠損金

0
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10

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -411



【鉱工業承継勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、有価証券利息である。

旧新エネルギー・産業技術開発機構が基盤技術研究促進センターから承継した株式及び貸付金債権を承継
し株式の処分等を行う業務に関する経理を行う勘定

投資有価証券

貸付金

現金及び預金

建物
その他

資産の内訳

-8

-6

-4

-2

0

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
繰越欠損金

0

10

20

30

40

50

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -

【石炭経過勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、補助金等収益である。

買収炭鉱に係る管理業務、債権管理・回収等業務、鉱害賠償のための担保管理等業務、鉱害復旧工事の施
行等の業務等に関する経理を行う勘定

投資有価証券
破産更生

債権等

現金及び預金

土地

建物 その他
資産の内訳

-100

-80

-60

-40

-20

0

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
繰越欠損金

0

10

20

30

40

50

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -412



【特定事業活動等促進経過勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、有価証券利息である。

(注) 本勘定は16年度に設置された勘定である。

本法人が産業基盤整備基金より承継した、リサイクル設備等の設置又は改善を行う事業者の借入れに係る
債務保証業務に関する経理を行う勘定

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

現金及び預金

投資有価

証券

破産更生

債権等

その他
資産の内訳

0

20

40

60

80

100

16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -

16年度 17年度 18年度

- -413



75 日本貿易振興機構

目
的

経済産業省（通商政策局）

第1期 15年10月1日～19年3月31日
第2期 19年 4月1日～23年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

沿
革

15.10

我が国の貿易の振興に関する事業を総合的かつ効率的に実施すること並びにアジア地域等の経済及び
これに関連する諸事情について基礎的かつ総合的な調査研究並びにその成果の普及を行い、もってこれ
らの地域との貿易の拡大及び経済協力の促進に寄与すること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

独立行政法人
日本貿易振興機構

96,667百万円 88,344百万円 88,344百万円

日本貿易振興会

土地

敷金・保証金建物

投資有価証券

現金及び預金 その他

資産の内訳

0

2

4

6

8

10

12

億円
利益剰余金

- -
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15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

15年度 16年度 17年度 18年度
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8

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -414



76 原子力安全基盤機構

目
的

経済産業省（原子力安全・保安院）

第1期 15年10月1日～19年3月31日
第2期 19年 4月1日～24年3月31日

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）
0円

原子力施設及び原子炉施設に関する検査等を行うとともに、原子力施設及び原子炉施設の設計に関す
る安全性の解析及び評価等を行うことにより、エネルギーとしての利用に関する原子力の安全の確保の
ための基盤の整備を図ること

主 務 省

中期目標期間

沿
革

財務デ ータ
12,511百万円 0円

立地勘定 2,116,437,527 3,241,426,474

資産の勘定別構成比

立地勘定 利用勘定 その他の勘定

資産の勘定別構成比

↓（業務の一部） ↓（業務の一部） ↓（業務の一部） ↓（業務の一部）

15.10

財団法人
原子力安
全技術セ
ンターあ

独立行政法人原子力安全基盤機構

経済産業省
資源エネルギー庁

原子力安全・保安院

財団法人あ
原子力発電
技術機構あ

財団法人
発電設備
技術検査
協会ああ

- -

現金及び預金

工具器具備品

敷金・保証金
その他

資産の内訳
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運営費交付金債務
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一般管理費の割合の推移%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

- -415



【立地勘定】

原子力施設等に関する検査制度の高度化に係る検討、安全性に関する解析・評価等の業務に関する経理を
行う勘定

現金及び預金

工具器具

備品

機械及び装置
その他

資産の内訳

0
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30

15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務
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15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

0
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8

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -

【利用勘定】

原子力施設及び原子炉施設の検査及び設計に係る安全性の解析・評価等の業務に関する経理を行う勘定

現金及び預金

未収入金

敷金・保証金

その他

資産の内訳

0
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15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務
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億円
利益剰余金
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一般管理費の割合の推移%

- -416



【その他の勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、検査手数料収入である。

他の勘定に属さない業務に関する経理を行う勘定

工具器具備品

現金及び預金

未成検査

支出金

その他

資産の内訳

0

1
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4

5

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金
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一般管理費の割合の推移%

- -- -417



77 情報処理推進機構

目
的

経済産業省（商務情報政策局）

第1期 16年1月5日～20年3月31日
第2期 20年4月1日～25年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

プログラムの開発及び利用の促進、情報処理に関する安全性及び信頼性の確保、情報処理サービス業
等を営む者に対する助成並びに情報処理に関して必要な知識及び技能の向上に関する業務を行うことに
より、情報処理の高度化を推進すること

主 務 省

中期目標期間

沿
革

財務デ ータ
51,422百万円 84,130百万円 83,405百万円

情報処理振興事業協会

独立行政法人
情報処理推進機構

16.1

資産の内訳

一般勘定 3,065,404,5649,932,788 10,420,265,445 5,896,613,063

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

一般勘定
試験

勘定

事業化勘定

特定プログラム

開発承継勘定

地域事業出資

業務勘定

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

- -

投資有価証券

有価証券
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建物
その他

資産の内訳
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一般管理費の割合の推移%

- -418



【一般勘定】

情報セキュリティ対策の強化、ソフトウェアエンジニアリングの推進、ＩＴ人材の育成等の事業、債務保
証事業、情報処理システムのセキュリティに関する評価・認証事業及び本法人の管理運営に関する経理を行
う勘定

投資有価証券

有価証券

現金及び預金

建物

その他

資産の内訳
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億円 運営費交付金債務
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一般管理費の割合の推移%

- -

【試験勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、試験手数料収入である。

情報処理に関して必要な知識及び技能について行う情報処理技術者試験に関する経理を行う勘定

15年度 16年度 17年度 18年度15年度 16年度 17年度 18年度

有価証券

現金及び

預金

長期性預金

建物 その他

資産の内訳
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一般管理費の割合の推移%

- -419



【事業化勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、プログラム普及収入である。

戦略的ソフトウェア（その開発を特に促進する必要があり、かつ、企業等が自ら開発することが困難なも
のをいう。）の開発・普及に関する経理を行う勘定

現金及び預金未収金

ソフトウェア

資産の内訳
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繰越欠損金
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一般管理費の割合の推移%

- -

【特定プログラム開発承継勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、有価証券利息である。

(注) 本勘定は19年度で廃止されている。

情報処理振興事業協会が13年度まで実施した高度プログラム安定供給事業の成果管理及びプログラム
譲渡債権の回収に関する経理を行う勘定

有価証券

長期性預金

建物

その他 資産の内訳

-400

-300

-200

-100

0

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
繰越欠損金

0

10

20

30

40

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -420



【地域事業出資業務勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、関係会社評価損戻入益である。

地域ソフトウェアセンターへの出資に関する経理を行う勘定

関係会社株式

有価証券

投資有価証券
その他

資産の内訳

-25

-20

-15

-10

-5

0

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
繰越欠損金

0

2

4

6

8

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -- -421



78 石油天然ガス・金属鉱物資源機構

目
的

経済産業省（資源エネルギー庁）

第1期 16年2月29日～20年3月31日
第2期 20年4月 1日～25年3月31日

↓ ↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

石油及び可燃性天然ガス（以下「石油等」という。）の探鉱等並びに金属鉱物の探鉱に必要な資金の
供給その他石油及び可燃性天然ガス資源並びに金属鉱物資源の開発を促進するために必要な業務並びに
石油及び金属鉱産物の備蓄に必要な業務を行い、もって石油等及び金属鉱産物の安定的かつ低廉な供給
に資するとともに、金属鉱業等による鉱害の防止に必要な資金の貸付けその他の業務を行い、もって国
民の健康の保護及び生活環境の保全並びに金属鉱業等の健全な発展に寄与すること

主 務 省

中期目標期間

沿
革

財務デ ータ
856,629百万円 187,929百万円 187,929百万円

石油公団 金属鉱業事業団

16.2
独立行政法人

石油天然ガス・金属鉱物資源機構

石油天然ガス勘定 49,469,162,851 7,829,043,8112,339,266,8365,103,754,2191,152,537

88% 90% 92% 94% 96% 98% 100%

資産の勘定別構成比

石油天然ガス勘定

金属鉱業一般勘定

金属鉱業精密

調査勘定

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比
金属鉱業備蓄・

探鉱融資等勘定

金属鉱業鉱害

防止積立金勘定

金属鉱業鉱害

防止事業基金勘定

- -

民間備蓄融資

事業貸付金

現金及び

預金

未成工事

支出金

建物

土地
その他

資産の内訳

0

200

400

600

800

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
運営費交付金債務

0

20

40

60

80

100

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

0

1

2

3

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

88% 90% 92% 94% 96% 98% 100%0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

- -422



【石油天然ガス勘定】

石油等の探鉱等に必要な資金の供給その他石油及び可燃性天然ガス資源の開発を促進するために必要な業
務並びに石油の備蓄に必要な業務に関する経理を行う勘定

民間備蓄融資

事業貸付金

現金及び預金

未成工事

支出金

建物

土地
その他

資産の内訳

0

200

400

600

800

15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

0

10
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40
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60

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

0

1
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3

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -

【金属鉱業備蓄・探鉱融資等勘定】

金属鉱物の探鉱に必要な資金の供給、金属鉱産物の備蓄に必要な業務等に関する経理を行う勘定

希少金属

鉱産物

長期

貸付金

投資有価証券

土地

建物

その他

資産の内訳

0

1

2

3

4

15年度 16年度 17年度 18年度

百万円 運営費交付金債務

0
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15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

0
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8

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -423



【金属鉱業一般勘定】

金属鉱物資源の開発を促進するために必要な業務及び金属鉱業等による鉱害の防止に必要な資金の貸付け
等の業務に関する経理を行う勘定

長期貸付金

短期貸付金

現金及び預金

建物 その他

資産の内訳

0

1

2

3

4

5

15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

-1

0

1

2

3

4

5

6

15年度 16年度 17年度 18年度

千万円
利益剰余金又は繰越欠損金

0

2

4

6

8

10

12

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -

【金属鉱業鉱害防止積立金勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、有価証券利息である。

採掘権者等が鉱業の用に供する特定施設について、その使用の終了後に必要となる鉱害防止事業に備えて
積み立てている鉱害防止積立金の管理の業務に関する経理を行う勘定

投資有価証券

有価証券

現金及び預金 その他

資産の内訳

0

1

2

3

4

5

6

15年度 16年度 17年度 18年度

千万円
利益剰余金

0

1

2

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -424



【金属鉱業鉱害防止事業基金勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、有価証券利息である。

休廃止鉱山に係る鉱害防止事業を、確実かつ永続的に実施できるよう、指定鉱害防止事業機関に行わせる
ために、その原資として採掘権者等から拠出金を徴収し、鉱害防止事業基金として運用する等の業務に関す
る経理を行う勘定

投資有価証券

有価証券

現金及び預金 その他
資産の内訳

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

0

1

2
一般管理費の割合の推移%

- -

【金属鉱業精密調査勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、補助金等収益である。

各年度とも利益剰余金又は繰越欠損金はない。

金属鉱物の優秀な鉱床が存在する可能性のある地域について行う地質構造の精密調査の業務に関する経理
を行う勘定

(注) 本勘定は19年4月で廃止されている。

15年度 16年度 17年度 18年度

未収入金

現金及び預金

資産の内訳

0

1

2

3

4

15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -425



79 中小企業基盤整備機構

目
的

経済産業省（中小企業庁）

第1期 16年7月1日～21年3月31日

↓ ↓（業務の一部） ↓（業務の一部）

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

中小企業者その他の事業者の事業活動に必要な助言、研修、資金の貸付け、出資、助成及び債務の保
証、地域における施設の整備、共済制度の運営等の事業を行い、もって中小企業者その他の事業者の事
業活動の活性化のための基盤を整備すること

主 務 省

中期目標期間

沿
革

財務デ ータ
1,096,284百万円 1,095,284百万円11,976,129百万円

中小企業総合
事業団

16.7

産業基盤整備基金 地域振興整備公団

独立行政法人中小企業基盤整備機構

資産の内訳 繰越欠損金

一般勘定36,120,788,57248,597,511,361 10,170,062,108,076 612,933,949,21858,813,035,47446,283,403,774

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

一般

勘定

産業基盤整備勘定

施設整備等勘定

小規模企業共済勘定

中小企業倒産

防止共済勘定

工業再配置等

業務特別勘定

産炭地域経過

業務特別勘定

出資承継勘定

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

- -

投資有価証券

貸付有価証券

担保預り運用

資産

信託資産

建物

土地

その他

資産の内訳
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50

16年度 17年度 18年度

億円
運営費交付金債務

-10,000
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-2,000

0

16年度 17年度 18年度

億円
繰越欠損金

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -426



【一般勘定】

中小企業者の事業活動に係る助言、中小企業大学校における人材育成、中小企業者の行う連携や事業の共
同化等に必要な資金の貸付け及び創業・経営革新等の支援のための出資、助成等の各種業務に関する経理を
行う勘定

事業貸付金

投資

有価証券

有価証券

建物

土地

その他 資産の内訳
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億円 運営費交付金債務

0
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16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

0

5
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15
一般管理費の割合の推移%

- -

【産業基盤整備勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、有価証券利息である。

事業者が事業資金を調達するための金融機関からの借入れ及び発行する社債についての債務の保証等に関
する経理を行う勘定

16年度 17年度 18年度16年度 17年度 18年度

投資有価証券

現金及び

預金

長期性預金 その他
資産の内訳
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16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

0
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16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -427



【施設整備等勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、不動産販売事業収入である。

地域における新事業創出等のための事業用地の造成、管理、賃貸及び譲渡等の業務に関する経理を行う勘
定

建物

関係会社

株式

現金及び預金

土地

投資有価証券

その他

資産の内訳

-250

-200
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16年度 17年度 18年度

億円
繰越欠損金

0
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16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -

【小規模企業共済勘定】

小規模企業共済事業及び小規模企業共済契約者に対する資金の貸付事業に関する経理を行う勘定

投資有価証券

貸付有価証券

担保預り

運用資産

信託資産

建物 その他

資産の内訳
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億円 運営費交付金債務

- -428



【中小企業倒産防止共済勘定】

中小企業倒産防止共済事業に関する経理を行う勘定

投資有価証券

有価証券

事業貸付金

建物
その他

資産の内訳

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

16年度 17年度 18年度

千万円
利益剰余金

0.0
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16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%
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16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

- -

【工業再配置等業務特別勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、不動産販売事業収入である。

地域振興整備公団から承継した工業再配置の促進等に必要な工場用地等の管理、譲渡に関する経理を行う
勘定

現金及び預金

販売用不動産

割賦売掛金

土地

その他

資産の内訳
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一般管理費の割合の推移%

- -429



【産炭地域経過業務特別勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、不動産販売事業収入である。

地域振興整備公団から承継した旧産炭地域の振興に必要な土地の管理、譲渡等に関する経理を行う勘定

-200

-150

-100

-50

0

16年度 17年度 18年度

億円
繰越欠損金

現金及び預金

投資有価証券

割賦売掛金

土地

建物
その他

資産の内訳
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16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -

【出資承継勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、出資金収益である。

産業基盤整備基金が行っていた出資事業により取得した株式を承継し、その管理、処分に関する経理を行
う勘定

-14

-12

-10

-8

-6

-4

-2

0

16年度 17年度 18年度

億円
繰越欠損金

投資有価証券現金及び預金

関係会社株式

その他

資産の内訳

0
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16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -430



80 土木研究所

目
的

国土交通省（大臣官房）

第1期 13年4月1日～18年3月31日
第2期 18年4月1日～23年3月31日

↓ ↓

↓ ↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

独立行政法人
土木研究所

13.4 13.4

独立行政法人土木研究所18.4

財務デ ータ
37,940百万円 35,867百万円 35,867百万円

建設技術及び北海道開発局の所掌事務に関連するその他の技術のうち、土木に係るもの（以下「土木
技術」という。）に関する調査、試験、研究及び開発並びに指導及び成果の普及等を行うことにより、
土木技術の向上を図り、もって良質な社会資本の効率的な整備及び北海道の開発の推進に資すること

国土交通省
土木研究所

主 務 省

沿
革

中期目標期間

国土交通省
開発土木研究所

独立行政法人
北海道開発土木研究所

(注) 本法人は18年4月に統合された法人であるため、第1期については統合前の土木研究所の中期目標期間を示し
ている。

一般勘定 3,505,052,315 1,687,768,208

資産の勘定別構成比

一般勘定
道路整

備勘定

資産の勘定別構成比

- -

なお、18年度については以下のとおりである。

利益剰余金
一般管理費の割合

18年度に統合された法人であるため財務指標の
推移を示していない。

52百万円
16.0%

運営費交付金債務 113百万円
土地

建物

機械及び装置

現金及び預金

研究業務

未収金

その他 資産の内訳

75% 80% 85% 90% 95% 100%

治水勘定

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

- -431



【一般勘定】

なお、18年度については以下のとおりである。

利益剰余金
一般管理費の割合

【道路整備勘定】

なお、18年度については以下のとおりである。

利益剰余金
一般管理費の割合

他の勘定に属しない業務に関する経理を行う勘定

道路の新設、改築、維持及び修繕に必要な土木技術に関する調査、試験、研究及び開発並びに指導及び成
果の普及に係る業務に関する経理を行う勘定

18年度に統合された法人であるため財務指標の
推移を示していない。

52百万円
15.6%

運営費交付金債務 22百万円

(注) 本勘定は19年度で廃止されている。

18年度に統合された法人であるため財務指標の
推移を示していない。

3.7万円
12.2%

運営費交付金債務 61百万円

土地建物

機械及び

装置

研究業務

未収金

現金及び預金

その他 資産の内訳

建物
現金及び

預金

車両運搬具

その他
資産の内訳

- -

【治水勘定】

なお、18年度については以下のとおりである。

利益剰余金
一般管理費の割合

治水事業の施行に必要な土木に係る建設技術に関する調査、試験、研究及び開発並びに指導及び成果の普
及に係る業務に関する経理を行う勘定

18年度に統合された法人であるため財務指標の
推移を示していない。

(注) 本勘定は19年度で廃止されている。

運営費交付金債務 61百万円

3.5万円
21.6%

運営費交付金債務 29百万円

機械及び装置

預金

建物

現金及び預金

機械及び

装置

工具器具備品

その他
資産の内訳

- -432



81 建築研究所

目
的

国土交通省（大臣官房）

第1期 13年4月1日～18年3月31日
第2期 18年4月1日～23年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

建築及び都市計画に係る技術（以下「建築・都市計画技術」という。）に関する調査、試験、研究及
び開発並びに指導及び成果の普及等を行うことにより、建築・都市計画技術の向上を図り、もって建築
の発達及び改善並びに都市の健全な発展及び秩序ある整備に資すること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

16,351百万円 20,384百万円 20,384百万円

国土交通省建築研究所

13.4 独立行政法人建築研究所

沿
革

土地

建物

機械及び装置

現金及び預金

構築物 その他

資産の内訳

0
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8

10

億円
利益剰余金

- -

0
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4

5

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

0

5

10

15

20

25

30

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -433



82 交通安全環境研究所

目
的

国土交通省（自動車交通局）

第1期 13年4月1日～18年3月31日
第2期 18年4月1日～23年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

運輸技術のうち陸上運送及び航空運送に係るものに関する試験、調査、研究及び開発等を行うことに
より、陸上運送及び航空運送に関する安全の確保、環境の保全及び燃料資源の有効な利用の確保を図る
こと

国土交通省
交通安全公害研究所

13.4
独立行政法人

交通安全環境研究所

主 務 省

中期目標期間

沿
革

財務デ ータ
25,552百万円 22,624百万円 22,624百万円

資産の内訳

一般勘定 17,968,985,997

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

一般勘定 審査勘定

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

- -

土地

建物

機械装置

現金及び預金

工具器具備品

その他
資産の内訳

0

1
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4

5

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

億円
運営費交付金債務

0
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億円
利益剰余金
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13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -434



【一般勘定】

陸上運送及び航空運送に係る安全の確保、環境の保全及び燃料資源の有効な利用の確保に係る試験、調
査、研究、開発及び成果の普及業務に関する経理を行う勘定

土地

建物

現金及び預金

機械装置

工具器具備品 その他

資産の内訳

0

1

2

3

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

0
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13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

0
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20

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -

【審査勘定】

自動車及び自動車の装置が保安基準に適合するかの審査業務に関する経理を行う勘定

土地

建物

機械装置

構築物

現金及び預金
その他

資産の内訳

0

1

2

3

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

-1

0

1
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3

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金又は繰越欠損金

0
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8

10

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -435



83 海上技術安全研究所

目
的

国土交通省（海事局）

第1期 13年4月1日～18年3月31日
第2期 18年4月1日～23年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

船舶に係る技術並びに当該技術を活用した海洋の利用及び海洋汚染の防止に係る技術に関する調査、
研究及び開発等を行うことにより、海上輸送の安全の確保及びその高度化を図るとともに、海洋の開発
及び海洋環境の保全に資すること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

35,559百万円 38,352百万円 38,352百万円

沿
革

国土交通省船舶技術研究所

13.4
独立行政法人

海上技術安全研究所

土地

構築物

建物

機械装置

現金及び預金
その他

資産の内訳
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利益剰余金

- -
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一般管理費の割合の推移%

- -436



84 港湾空港技術研究所

目
的

国土交通省（港湾局）

第1期 13年4月1日～18年3月31日
第2期 18年4月1日～23年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

港湾及び空港の整備等に関する調査、研究及び技術の開発等を行うことにより、効率的かつ円滑な港
湾及び空港の整備等に資するとともに、港湾及び空港の整備等に関する技術の向上を図ること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

13,977百万円 14,052百万円 14,052百万円

国土交通省港湾技術研究所

13.4
独立行政法人

港湾空港技術研究所

沿
革

土地

建物

機械及び装置

未収金

工具、器具

及び備品
その他資産の内訳

0

2
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13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金

- -
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億円 運営費交付金債務
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一般管理費の割合の推移%

- -437



85 電子航法研究所

目
的

国土交通省（航空局）

第1期 13年4月1日～18年3月31日
第2期 18年4月1日～23年3月31日

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）
財務デ ータ

5,399百万円 4,258百万円 4,258百万円

13.4

国土交通省電子航法研究所

独立行政法人電子航法研究所

電子航法（電子技術を利用した航法をいう。）に関する試験、調査、研究及び開発等を行うことによ
り、交通の安全の確保とその円滑化を図ること

主 務 省

中期目標期間

沿
革

↓

その他
資産の内訳 利益剰余金

一般勘定 1,923,272,296

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

一般勘定 空港整備勘定

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

- -

土地

建物

工具器具備品

現金及び預金

未収金

その他
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- -438



【一般勘定】

他の勘定に属さない業務に関する経理を行う勘定

土地

建物

現金及び預金

工具器具備品

未収金 その他
資産の内訳

0

1

2

3

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

0
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利益剰余金
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一般管理費の割合の推移%

- -

【空港整備勘定】

(注) 本勘定は19年度で廃止されている。

空港その他の飛行場で公共の用に供されるものの設置、改良、災害復旧及び維持その他の管理に係る業務
に関する経理を行う勘定

工具器具備品

土地

現金及び

預金

建物

未収金

その他
資産の内訳

0

1

2

3

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

億円 運営費交付金債務

0
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13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

億円
利益剰余金
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一般管理費の割合の推移%

- -439



86 航海訓練所

目
的

国土交通省（海事局）

第1期 13年4月1日～18年3月31日
第2期 18年4月1日～23年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

商船に関する学部を置く国立大学、商船に関する学科を置く国立高等専門学校及び独立行政法人海技
教育機構の学生及び生徒等に対し航海訓練を行うことにより、船舶の運航に関する知識及び技能を習得
させること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

7,984百万円 5,007百万円 5,007百万円

国土交通省航海訓練所

13.4 独立行政法人航海訓練所

沿
革

船舶
現金及び預金

リース船舶

土地

建物

その他 資産の内訳
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億円
利益剰余金

- -
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一般管理費の割合の推移%

- -440



87 海技教育機構

目
的

国土交通省（海事局）

第1期 13年4月1日～18年3月31日
第2期 18年4月1日～23年3月31日

↓ ↓

↓ ↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

繰越欠損金
一般管理費の割合

財 務 デ ー タ

中期目標期間

船員（船員であった者及び船員となろうとする者を含む。）に対し船舶の運航に関する学術及び技能
を教授することなどにより、船員の養成及び資質の向上を図り、もって安定的かつ安全な海上輸送の確
保を図ること

主 務 省

国土交通省海技大学校 国土交通省海員学校

沿
革

(注) 本法人は18年4月に統合された法人であるため、統合前については海員学校の中期目標期間を示している。

13.4 独立行政法人海技大学校 13.4 独立行政法人海員学校

独立行政法人海技教育機構18.4

13,614百万円 14,577百万円 14,577百万円

18年度に統合された法人であるため財務指標の

332百万円
27.0%

運営費交付金債務 226百万円

推移を示していない。
なお、18年度については以下のとおりである。

土地

現預金

工具器具備品

構築物 その他資産の内訳

- -

運営費交付金債務 226百万円土地

建物

- -441



88 航空大学校

目
的

国土交通省（航空局）

第1期 13年4月1日～18年3月31日
第2期 18年4月1日～23年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

国土交通省航空大学校

13.4 独立行政法人航空大学校

航空機の操縦に関する学科及び技能を教授し、航空機の操縦に従事する者を養成することにより、安
定的な航空輸送の確保を図ること

主 務 省

中期目標期間

沿
革

財務デ ータ
5,401百万円 4,969百万円 4,969百万円

その他 資産の内訳 利益剰余金又は繰越欠損金

一般勘定 92,510,665

97% 98% 98% 99% 99% 100% 100%

資産の勘定別構成比

一般勘定

空港整備勘定

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

- -
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構築物
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- -442



【一般勘定】

安定的な航空輸送の確保を図ることを目的とした航空機操縦士の養成業務に関する経理を行う勘定

土地建物

現金及び預金

構築物

たな卸資産

その他
資産の内訳
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- -

【空港整備勘定】

空港管理に関する業務の経理を行う勘定

(注) 本勘定は19年度で廃止されている。

構築物

現金及び

預金
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工具器具備品

その他

資産の内訳
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- -443



89 自動車検査

目
的

国土交通省（自動車交通局）

第1期 14年7月1日～19年3月31日
第2期 19年4月1日～23年3月31日

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

自動車の検査に関する事務のうち、自動車が保安基準に適合するかどうかの審査を行うことにより、
自動車の安全性の確保及び自動車による公害の防止その他の環境の保全を図ること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

25,433百万円 12,030百万円 12,030百万円

14.7

沿
革

国土交通省が直接実施してきた自動車
の保安基準適合性審査業務

↓

自動車検査独立行政法人

建物

機械装置

現金及び預金

工具器具備品

土地
その他

資産の内訳
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- -444



90 鉄道建設・運輸施設整備支援機構

目
的

国土交通省（鉄道局）

第1期 15年10月1日～20年3月31日
第2期 20年 4月1日～25年3月31日

↓ ↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）
13,092,860百万円

鉄道の建設等に関する業務及び鉄道事業者、海上運送事業者等による運輸施設の整備を促進するため
の助成その他の支援に関する業務を総合的かつ効率的に行うことにより、輸送に対する国民の需要の高
度化、多様化等に的確に対応した大量輸送機関を基幹とする輸送体系の確立並びにこれによる地域の振
興並びに大都市の機能の維持及び増進を図るとともに、運輸技術に関する基礎的研究に関する業務を行
うことにより、陸上運送、海上運送及び航空運送の円滑化を図り、もって国民経済の健全な発展と国民
生活の向上に寄与すること

主 務 省

中期目標期間

沿
革

財務デ ータ
82,601百万円 81,601百万円

15.10
独立行政法人

鉄道建設・運輸施設整備支援機構

日本鉄道建設公団運輸施設整備事業団

建設勘定 273,906,314,73953,435,256,805 5,027,744,855,515 3,314,077,868,787

資産の勘定別構成比

建設勘定

海事勘定

基礎的研究等勘定

助成勘定 特例業務勘定

資産の勘定別構成比

- -

割賦債権

構築物建設仮勘定

土地

建物 その他

資産の内訳
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- -445



【建設勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、鉄道施設譲渡収入である。

新幹線、都市鉄道線、民鉄線等の建設及び大規模な改良並びに当該鉄道施設の貸付け又は譲渡等の業務に
関する経理を行う勘定

構築物

割賦債権

建設仮勘定

土地

建物

その他
資産の内訳
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利益剰余金又は繰越欠損金
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一般管理費の割合の推移%

- -

【海事勘定】

なお、18年度については以下のとおりである。

繰越欠損金
一般管理費の割合

18年度に設置された勘定であるため財務指標の
推移を示していない。

2.8%
運営費交付金債務 9.1百万円

国内海運事業者と費用を分担して国内旅客船及び内航貨物船を共同建造し、当該船舶を本法人と事業者と
の共有とし、事業者に使用管理させる業務等並びに高度船舶技術の試験研究及び実用化を促進するための技
術支援業務等に関する経理を行う勘定

51,916百万円

共有船舶

船舶未収金

受取手形

建物

その他

資産の内訳

- -446



【基礎的研究等勘定】

運輸技術に関し新たな発想に立った新技術を創出するための独創性、革新性のある基礎研究を提案公募方
式により行う業務等に関する経理を行う勘定

貸付金

建物

その他資産の内訳
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千万円 運営費交付金債務

- -

【助成勘定】

新幹線、都市鉄道の建設等に対する助成及び日本国有鉄道に係る債務の償還等の業務に関する経理を行う
勘定

割賦債権

他勘定長期

貸付金

建物
土地

その他
資産の内訳
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【特例業務勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、処分用資産売却収入である。

日本国有鉄道の役員又は職員であった者等に係る年金の給付に要する費用等の支払、日本鉄道建設公団か
ら承継した土地その他の資産の処分等の業務に関する経理を行う勘定

他勘定長期

貸付金投資有価証券

処分用

有価証券

建物

その他

資産の内訳
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91 国際観光振興機構

目
的

国土交通省（総合政策局）

第1期 15年10月1日～20年3月31日
第2期 20年 4月1日～25年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）
財務デ ータ

1,567百万円 1,397百万円 1,397百万円

国際観光振興会

15.10
独立行政法人

国際観光振興機構

海外における観光宣伝、外国人観光旅客に対する観光案内その他外国人観光旅客の来訪の促進に必要
な業務を効率的に行うことにより、国際観光の振興を図ること

主 務 省

中期目標期間

沿
革

資産の内訳
億円

利益剰余金

一般勘定 178,586,058

82% 84% 86% 88% 90% 92% 94% 96% 98% 100%

資産の勘定別構成比

一般勘定 交付金勘定

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

- -

現金及び預金

未収金
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【一般勘定】

他の勘定に属さない業務に関する経理を行う勘定

現金及び預金

未収金

有価証券

建物
その他

資産の内訳
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- -

【交付金勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、寄附金収益である。

国際会議等の開催についての寄附金の募集及び管理並びに交付金の交付に係る業務に関する経理を行う勘
定

現金及び預金

その他

資産の内訳
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92 水資源機構

目
的

国土交通省（土地・水資源局）

第1期 15年10月1日～20年3月31日
第2期 20年 4月1日～25年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

沿
革

15.10

水資源開発基本計画に基づく水資源の開発又は利用のための施設の改築等及び水資源開発施設等の管
理等を行うことにより、産業の発展及び人口の集中に伴い用水を必要とする地域に対する水の安定的な
供給の確保を図ること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

独立行政法人水資源機構

4,586,533百万円 9,060百万円 9,060百万円

水資源開発公団

構築物

事業用建設

仮勘定

割賦元金

土地

建物

その他 資産の内訳

0

200

400

600

800

1,000

億円
利益剰余金

- -

本法人は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、資産見返補助金等戻入である。

(注) 「一般管理費の割合の推移」のうち、16、17両年度で一般管理費の割合が負の値となっているのは、一般管理費を構成する退
職給付費用の算定において、数理計算上の差異が大きく、一般管理費自体が負の値となっているためである。

15年度 16年度 17年度 18年度

-1
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15年度 16年度 17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%
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93 自動車事故対策機構

目
的

国土交通省（自動車交通局）

第1期 15年10月1日～19年3月31日
第2期 19年 4月1日～24年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

自動車の運行の安全の確保に関する事項を処理する者に対する指導、自動車事故による被害者に対し
その身体的又は財産的被害の回復に資する支援等を行うことにより、自動車事故の発生の防止に資する
とともに、自動車損害賠償保障法（昭和30年法律第97号）による損害賠償の保障制度と相まって被害者
の保護を増進すること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

37,042百万円 13,174百万円 13,081百万円

自動車事故対策センター

15.10
独立行政法人

自動車事故対策機構

沿
革

貸付金

建物

有価証券

土地

その他

資産の内訳
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94 空港周辺整備機構

目
的

国土交通省（航空局）

第1期 15年10月1日～20年3月31日
第2期 20年 4月1日～25年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）
10,986百万円 1,400百万円 1,050百万円

空港周辺整備機構
沿
革

15.10

周辺整備空港の周辺地域において空港周辺整備計画を実施する等によりその地域における航空機の騒
音により生ずる障害の防止及び軽減を図り、併せて生活環境の改善に資すること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

独立行政法人
空港周辺整備機構

建物

現金及び預金

受託業務

前渡金

有価証券

土地
その他

資産の内訳

-12

-10

-8

-6

-4

-2

0

15年度 16年度 17年度 18年度

億円
繰越欠損金

- -

本法人は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、受託収入である。
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95 海上災害防止センター

目
的

国土交通省（海上保安庁）

第1期 15年10月1日～20年3月31日
第2期 20年 4月1日～23年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

海上災害防止センター

15.10
独立行政法人

海上災害防止センター

海上災害の発生及び拡大の防止（以下「海上防災」という。）のための措置を実施する業務を行うと
ともに、海上防災のための措置に必要な船舶、機械器具及び資材の保有、海上防災のための措置に関す
る訓練等の業務並びに海上災害の防止に関する国際協力の推進に資する業務を行うことにより、人の生
命及び身体並びに財産の保護に資すること

主 務 省

中期目標期間

沿
革

財務デ ータ
6,256百万円 485百万円 327百万円

防災措置業務勘定 4,632,140,555

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

防災措置業務勘定 その他業務勘定

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

- -

本法人は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、手数料収入である。
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【防災措置業務勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、受託業務収入である。

海上保安庁長官の指示による排出油等防除措置の実施業務及び船舶所有者等の委託による排出油等防除、
消防措置等の実施業務に関する経理を行う勘定

投資有価証券

現金及び預金

機械装置

その他

資産の内訳
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- -

【その他業務勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、手数料収入である。

海上防災措置に必要な資機材を保有し、船舶所有者等の利用に供する業務、消防船による火災警戒業務、
船員等に対する防災訓練の実施業務及び海上防災措置に関する調査研究業務等に関する経理を行う勘定

投資有価証券
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96 都市再生機構

目
的

国土交通省（住宅局）

第1期 16年7月1日～21年3月31日

↓ ↓（業務の一部）

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）
16,159,303百万円

独立行政法人都市再生機構

財務デ ータ
916,400百万円 914,400百万円

機能的な都市活動及び豊かな都市生活を営む基盤の整備が社会経済情勢の変化に対応して十分に行わ
れていない大都市及び地域社会の中心となる都市において、市街地の整備改善及び賃貸住宅の供給の支
援に関する業務を行うことにより、社会経済情勢の変化に対応した都市機能の高度化及び居住環境の向
上を通じてこれらの都市の再生を図るとともに、都市基盤整備公団から承継した賃貸住宅等の管理等に
関する業務を行うことにより、良好な居住環境を備えた賃貸住宅の安定的な確保を図り、もって都市の
健全な発展と国民生活の安定向上に寄与すること

主 務 省

中期目標期間

沿
革

16.7

都市基盤整備公団 地域振興整備公団

都市再生勘定 2,714,008,449,208

資産の勘定別構成比

都市再生勘定
宅地造成等

経過勘定

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

- -

本法人は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、賃貸住宅業務収入である。
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【都市再生勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、賃貸住宅業務収入である。

賃貸住宅業務及び既成市街地整備改善業務に関する経理を行う勘定

土地

建物
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勘定
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一般管理費の割合の推移%

- -

【宅地造成等経過勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、市街地整備特別業務収入である。

市街地整備特別業務、公園特別業務及び分譲住宅特別業務に関する経理を行う勘定

(注) 本勘定は17年度に設置された勘定である。

仕掛不動産

勘定

土地

建設仮勘定

割賦等

譲渡債権

建物

その他

資産の内訳
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-1,000

-500
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97 奄美群島振興開発基金

目
的

財務省（大臣官房）、国土交通省（都市・地域整備局）

第1期 16年10月1日～21年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

奄美群島振興開発計画に基づく事業に必要な資金を供給することなどにより、一般の金融機関が行う
金融を補完し、又は奨励すること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

21,222百万円 14,431百万円 9,001百万円

奄美群島振興開発基金

16.10
独立行政法人

奄美群島振興開発基金

沿
革

長期保証

債務見返

長期貸付金

投資有価証券

土地

建物

その他

資産の内訳

-50.0

-49.8

-49.6

-49.4

-49.2

-49.0

16年度 17年度 18年度

億円
繰越欠損金

- -

本法人は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、貸付金利息収入である。
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一般管理費の割合の推移%
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98 日本高速道路保有・債務返済機構

目
的

国土交通省（道路局）

第1期 17年10月1日～22年3月31日

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

↓
独立行政法人

日本高速道路保有・債務返済機構

高速道路に係る道路資産の保有並びに東日本高速道路株式会社、首都高速道路株式会社、中日本高速
道路株式会社、西日本高速道路株式会社、阪神高速道路株式会社及び本州四国連絡高速道路株式会社
（以下「会社」と総称する。）に対する貸付け、承継債務その他の高速道路の新設、改築等に係る債務
の早期の確実な返済等の業務を行うことにより、高速道路に係る国民負担の軽減を図るとともに、会社
による高速道路に関する事業の円滑な実施を支援すること

主 務 省

中期目標期間

沿
革

財務デ ータ
4,596,574百万円 3,488,539百万円42,471,140百万円

日本道路公団ほか3法人が実施してきた
高速道路資産の保有及び債務返済業務

17.10

高速道路勘定 302,969,977,729

99% 99% 99% 99% 100% 100% 100%

資産の勘定別構成比

高速道路勘定

鉄道勘定

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

- -

本法人は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、道路資産貸付料収入である。

構築物

土地

建設仮勘定
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建物
その他 資産の内訳

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

17年度 18年度

億円
利益剰余金

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

17年度 18年度

一般管理費の割合の推移%

- -459



【高速道路勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、道路資産貸付料収入である。

高速道路に係る道路資産の保有及び会社への貸付け並びに承継債務等の返済に係る業務等に関する経理を
行う勘定

構築物

土地

建設仮勘定

機械装置

建物 その他
資産の内訳
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一般管理費の割合の推移%

- -

【鉄道勘定】

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、鉄道施設建設見返債務戻入である。

本州と四国を連絡する鉄道施設の管理及び当該鉄道施設を鉄道事業者に利用させる業務等に関する経理を
行う勘定

構築物

土地
投資有価証券

鉄道軌道

連絡通行

施設利用権

建物
その他

資産の内訳
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99 住宅金融支援機構

目
的

財務省（大臣官房）、国土交通省（住宅局）

第1期 19年4月1日～24年3月31日

↓

【証券化支援勘定】

【住宅融資保険勘定】

【財形住宅資金貸付勘定】

【住宅資金貸付等勘定】

【既往債権管理勘定】

19年度に設立された法人であるため財務指標を示していない。

住宅金融公庫が16年度までに申込みを受理した資金の貸付け（財形住宅資金の貸付けを除く。）に係る債
権の管理及び回収する業務に関する経理を行う勘定

金融機関が行う住宅の建設又は購入に必要な資金の貸付けに係る貸付債権の譲受け等の業務に関する経理
を行う勘定

金融機関が行う住宅の建設、購入等に必要な資金の貸付けについて保険を行う業務に関する経理を行う勘
定

一般の金融機関による住宅の建設等に必要な資金の融通を支援するための貸付債権の譲受け等の業務
を行うとともに、国民の住生活を取り巻く環境の変化に対応した良質な住宅の建設等に必要な資金の調
達等に関する情報の提供その他の援助の業務を行うほか、一般の金融機関による融通を補完するための
災害復興建築物の建設等に必要な資金の貸付けの業務を行うことにより、住宅の建設等に必要な資金の
円滑かつ効率的な融通を図り、もって国民生活の安定と社会福祉の増進に寄与すること

沿
革

主 務 省

中期目標期間

19.4

住宅金融公庫

独立行政法人
住宅金融支援機構

災害復興住宅融資等政策上重要で民間金融機関では対応が困難な融資を行う業務、住宅金融支援機構の融
資利用者に係る団体信用生命保険等業務及び住宅ローン利用者に対して住情報等を提供する業務等に関する
経理を行う勘定

財形貯蓄を行っている勤労者が住宅を建設及び購入等するために必要な資金を融資する業務に関する経理
を行う勘定

- -461



100 国立環境研究所

目
的

環境省（総合環境政策局）

第1期 13年4月1日～18年3月31日
第2期 18年4月1日～23年3月31日

↓

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

地球環境保全、公害の防止、自然環境の保護及び整備その他の環境の保全（良好な環境の創出を含
む。以下「環境の保全」という。）に関する調査及び研究を行うことにより、環境の保全に関する科学
的知見を得、及び環境の保全に関する知識の普及を図ること

財務データ

中期目標期間

主 務 省

43,418百万円 38,666百万円 38,666百万円

沿
革

環境省国立環境研究所

13.4
独立行政法人

国立環境研究所

建物

土地

工具器具備品

現金及び預金

構築物

その他 資産の内訳

0

2

4

6

8

10

12

億円
利益剰余金

- -
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一般管理費の割合の推移%

- -462



101 環境再生保全機構

目
的

環境省（総合環境政策局）

第1期 16年4月1日～21年3月31日

↓ ↓（業務の一部）

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

沿
革

財務デ ータ
325,298百万円 16,044百万円 16,044百万円

主 務 省

中期目標期間

公害に係る健康被害の補償及び予防、民間団体が行う環境の保全に関する活動の支援、ポリ塩化ビ
フェニル廃棄物の処理の円滑な実施の支援、維持管理積立金の管理、石綿による健康被害の救済等の業
務を行うことにより良好な環境の創出その他の環境の保全を図り、もって現在及び将来の国民の健康で
文化的な生活の確保に寄与するとともに人類の福祉に貢献すること

公害健康被害補償
予防協会

環境事業団

16.4
独立行政法人

環境再生保全機構

公害健康被害補償予防業

務勘定
59,883,269,504 32,938,850,106 165,295,645,977

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

公害健康被害補償

予防業務勘定
基金勘定

石綿健康被害

救済業務勘定

承継勘定

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

資産の勘定別構成比

- -
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【公害健康被害補償予防業務勘定】

大気汚染や水質汚濁の影響による健康被害の補償業務及び大気汚染による健康被害を予防するために必要
な事業に係る業務に関する経理を行う勘定

投資有価証券

現金及び預金

有価証券

建物及び

附属設備 その他
資産の内訳
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- -

【基金勘定】

日本国内及び開発途上地域の環境保全に取り組む民間団体への助成業務及び民間環境保全活動の振興に必
要な調査研究等に関する業務等に関する経理を行う勘定

現金及び預金

投資有価証券

預託金

建物及び
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その他
資産の内訳
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【石綿健康被害救済業務勘定】

ない。

本勘定は運営費交付金の交付を受けていない。
主な収益は、石綿健康被害救済基金預り金取崩益

である。

17、18両年度とも利益剰余金又は繰越欠損金は

(注) 本勘定は17年度に設置された勘定である。

石綿による健康被害の救済に係る業務に関する経理を行う勘定

現金及び預金

建物及び

附属設備 その他
資産の内訳
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【承継勘定】

既に着手している建設譲渡事業並びに設置又は譲渡された施設等の割賦金債権又は貸付金債権の管理及び
回収に係る業務等に関する経理を行う勘定

割賦譲渡元金

貸付金

未収財源措置

予定額
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102 駐留軍等労働者労務管理機構

目
的

防衛省（地方協力局）

第1期 14年4月1日～18年3月31日
第2期 18年4月1日～23年3月31日

資産額 資本金 （資本金のうち政府出資額）

駐留軍等及び諸機関のために労務に服する者の雇入れ、提供、労務管理、給与及び福利厚生に関する
業務を行うことにより、駐留軍等及び諸機関に必要な労働力の確保を図ること

財 務 デ ー タ

中期目標期間

主 務 省

1,923百万円 977百万円 977百万円

14.4

沿
革

独立行政法人
駐留軍等労働者労務管理機構

法定受託事務として関係都県が実施し
てきた駐留軍等労働者に対する労務管
理等業務

↓

土地

現金及び預金

ソフトウェア

建物

工具器具備品

その他 資産の内訳
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